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マンシ ョ ン情報 B 0 Xパッ クナンバーの記事がホームページで閲覧できるようにな り

ました。 現在一部の記事のみですが、順次追加していく 予定です。

マンション管理組合の皆さまの日頃のご活動にお役立ていただけければ幸いです。

eURL http://www.jhf.go.jp/member /smile/index.html 

（マ ン シ ョンすまい・る債積立管理組合専用ページ）
※機構のホームページからの リ ンクはありません。

や はじめに や

東日本大震災により被災された皆さまに心よりお見舞い申し上げます。

住宅金融支援機構債券（マンション債券）積立制度（愛称： 「マンションすまい・る債」）をご利用い

ただき、まことにありがとうございます。

このたび、「住宅金融支援機構マンション情報B0 X」 2015年秋号を発刊し￥たしましたのでお届け

いたします。

この 「住宅金融支援機構マンション情報B0 X」は、マンションすまい・る債を積み立てていただ

いているマンション管理組合さまへの特典としてお届けしている情報誌です。

今号の特集は、平成27年5 月 31 日と 6 月 7 日に開催しました 『「マンションすまい・る債」 積立管

理組合向けセミナー』でご講演いただきました、株式会社優益ppオフィス佐藤益弘氏の「マンション

管理組合における資金運用について』の概要についてご紹介しますとともに、平成27年に公益財団法

人マンション管理センターが調査を行いました『マンションの大規模修繕等に対する地方公共団体の

補助制度』について寄稿いただきました。

********************************************* 

東日本大震災が発生してから 4年が経ち、被災地では復興に向けて歩を進めていますが、いまだ大

きな爪跡を残しています。 また、首都直下地震、南海 トラフ地震が発生した場合、大きな被害をもたら

すと予測されており、防災対策・減災対策を進めていくことが重要となっています。

マンションに居住している皆さまが、安全・安心な暮らしをしていくためにはマンションの適正な

維持・管理に努め、安全対策を進めていくことが重要です。そのーっとして、計画的な修繕等が不可欠

となります。 今号が、お住まいのマンションの適正な維持管理や長く快適に住まい続けたいとお考え

の管理組合さまのご検討などにお役に立てば幸いです。

「マンションすまい・る債」は、修繕積立金の計画的な積立てや適正な管理をサポートするため、当

機構が発行する債券です。

今後も 「マンションすまい・る債」のご利用をよろしくお願い申し上げます。

マンション管理・再生に役立つ情報を掲載。

平成 27 年 11 月

住宅金融支援機構

「マンションすまい・る債」メールマガジン配信中
登録していない方は、今すぐこちらから

積立管理組合専用ページ

URL http://www.jhf.go.jp/member/smile/index.html 

メールマガジン登録画面ヘ



駐主主E

マンション管理組合における資金運用について
～2015年5月 31 日（大阪）及び6月 7 日（東京）の講演議事録～

本特集は、 2015年 5 月 31 日（大阪）と 6 月 7 日（東

京）に住宅金融支援機構主催で行われた講演会の議

事録を基に編集しています。

はじめに

きょうは、 「マンション管理組合における“資金”

運用について」というテーマでお話しさせていただ

きます。 よろしくお願いします。

「資金運用について」ということで、多少、踏み

込んだ話もさせていただきますし、表現が難しい部

分もあるので、小難しく感じるかもしれません。

また、大変申し訳ないのですが、著作権などの関係

で、皆さんに全ての資料をお出しできていません。

資料として出せてないものでも画面には映し出しま

す。 時間の関係もあり、ポイントを整理してお伝え

させていただきますので、よろしくお願いします。

「健康管理とマンション管理J

実は、私がFP として開業したのがもう 15年前。

デビュー講演が2001 年 9 月 20 日、この会場でしたO

また、テーマも「マンション管理組合の資産管理キ

ベイオフ対策」ということで今回とほぼ同じテーマ

でした（笑） 。 15年の時を経て、奇しくも同じよう

なテーマをお話しさせて頂くのも何かのご縁です。

そこで、まずはその時に使わせていただいた最初の

画面を見ていただきたいと思います。

実は、「健康管理とマンション」を比較した場合、
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株式会社優益FPオフィス佐藤益弘

似ているところが結構あるわけです。

例えば、私たち日本人は世界ーの長寿ですよねc

実際に男性は 78歳、女性は 87歳前後ぐらいで、記

録更新中です。 いろいろ理由はあると思いますが、

理由の l つは“しっかり健康管理ができてる”から

なんでしょう 。

具体的にどういう風に管理できているかといった

ら、みなさん、毎 H、食べるものや運動など何かし

ら気を使っているでしょう？また、医療技術自体

も発展している 。 ただ、私たちは資本主義社会に生

きているわけですから、良いも悪いもそのベースに

なるお金が大事なわけで、この準備も健康保険など

の公的な仕組みによりできているわけです。 ただ、

最近は、健康保険など社会保険制度が、 「大丈夫か

なあ？」ということで、崩れかけているっていう現

実もあるので心配ですね。 いずれにしろ、「しっか

りお金を使えるから、しっかり維持管理ができてい

る」と言えるわけです。

ですから、マンションも先ず第一に「しっかり管

理していこう」という気持ちを持たないとできない

わけです。 ただ、そもそもマンション管理組合さん

は合議体です。 だから、物事を決して 1 人では決め

られない。 仮に 1 人で決めて、何かトラブルがあっ

たとき、責任を取らなくてはいけないわけです。 違っ

た言い方をすると「責任をどうするかということを

決めないと、物事を決められない集団なんです。 で

すから、まず、ルールを決めましょう 。 実はこれが

15年前にお伝えしたメッセージでした。

それで、この 15年経ってどうだったかというと、

国土交通省（旧建設省）が、「総会で、資金管理のこ

とを取り決めましょう」というマンション管理組合

の標準管理規約を出して頂きましたし、一定の進捗

があったと感じています。 ただ、大変申し訳ないの

ですが悪い店向に進んでしまったこともあるわけで

す。

実際、日本の全体の住宅の高齢化問題一一実は、

高齢化問題は、私たち日本人だけではなくマンショ

ンも進んでいる、という話が、国土交通省のデータ

を見ると解ります。 現状、去年の末のデータは出て

ないで、すが、おととし（ 2014年）のデータで、マンショ

ンのストックが601 万戸。 この 600万戸のうち、実は、

旧耐震のものが23%、全体の 4分の l もあります。

5年後に 30年以ヒになるマンションが33% 。 10 年

後に 30年以上になるマンション、つまり、今、築

20年のマンションが46% という状況です。 ですから、

今後もどんどん高齢化が進んでいくっていうことな

んですね。

ちなみに、日本人で「高齢化社会j と言われてい

ますが、総人口に占める割合が 7%の社会です。 今、

日本人は 23%。 だから、「超高齢化社会J なんですね。

こうなると社会的にもいろんな問題が待ったなしで

吹き出してくるし、事実そうなっている状態ですよ

ね？

このような中で、日本の住宅の平均使用年数はど

れぐらいかというと、日本人の寿命は世界ーだけれ

ども、「すごく低い（ 27 年）キ短命ですね」っていう

データが出ているわけです。 ただ、このデータは木

造もひっくるめての数値ですc マンションだけで考

えるとどうかというと、今年の 3月に国土交通省が、

「鉄筋コンクリートで何年くらい保ちそうか？」と

いうことで築 18年前後のマンションの耐用年数に

関するデータを取りました。 ちょっと専門的ですが、

マンションキ鉄筋コンクリートが錆びるというのは

どういうことか。 コンクリートはアルカリ性で、鉄

筋コンクリートはその中に鉄組みが入っている状態

です。 鉄は酸性になると錆びるわけですから、コン

クリートがアルカリ性ならば本来は錆びないという
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カラクリです。 ところが、コンクリートが酸性雨な

どで中性化すると、当然に錆びやすくなります。

データ数自体は 24件とちょっと少ないのですが、

100年で4分の l が影響を受ける、つまり、駄目になっ

てしまうのではないかという結果になっています。

逆に言うと、 4分の 3 は、普通に維持管理できれば、

大丈夫だと言うことです。 ですから、固としても、

「しっかり維持管理してくださいJ という施策を打

ち出しているのです。

実は、これから数年でマンション管理はどうなる

か、 5 年、 10年、どういう方向になるか、国は「こ

ういうふうにしたい」というマスタープランを既に

考えている 。 その通り、世の中が変わるかどうかは

わかりませんが、少なくとも、そういう予算を組ん

で、政策を立て、実行していくわけです。 ですから、

事前にどうなりそうかという予測もできますし、事

前に準備しておくのは悪いことではないと思いますc

はっきり言います。 21 世紀に入ってから 15 年を

経て、良い悪いではなく、この国は格差社会に入っ

てしまったんです。 ということは、全員が「良い」

と言志i哉できる時代ではなくなってしまいました。 つ

まり、隣のマンションが良いなら、自分のマンショ

ンも良いかといったら、「必ずしもそうではないJ

ということです。 嫌が上でも隣近所で比較されてし

まうのです。 どうせ比較されるのなら、しっかりと

良いほうに評価されたほうがいいに決まっています。

維持管理状態は、見えてしまいますから、特に差が

付くポイントだと思います。

話を戻します。 なぜ、こうも健康管理とマンショ

ン管理が違うのでしょう？ 私も実務をやっていて

感じるのですが、両方とも「一度壊れるとなかなか

元に戻せない」んですよ 。 やはり、両方ともしっか

りと維持管理していくには、それ相応の知識と知恵、

そして、お金が必要です。

私の本業はファイナンシャルプランナー（FP ）で

す。 個々人のお金の維持管理のサポートをさせて頂

くお仕事なのですが、人生を送る上で重要なのは、

心の健康、体の健康、お金の健康のバランスです。
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とくに「この様に生活したいJ という心の健康、そ

の基盤である「体の健康J が大切です。 ただ、これ

らの健康を害してしまうと、お金の健康に結果が出

てきます。 例えば、体の健康を害すると、当然、お

金も掛かり、お金の健康を害してしまう 。 お金の健

康って、あくまで、日に見えるモノサシなんですね。

ですから、ご相談をお受けすると、だいたい心か体

のどっちらかの健康に問題が起きているわけです。

違う言い方をすると、お金がしっかりと維持管理で

きていると、すぐに対応ができるし、お金の健康状

態がズタズタだと、対応ができなくなるわけです。

例えば、これを個々人ではなく、マンションに置

き換えましょう 。 どうなるかというと、「コミュニ

ティー」が心の健康、「修繕計画」が体の健康、そ

して「資金運用J はお金の健康という話になります。

コミュニティー・・・「みんなでどういうふうに生活す

るの？」という話です。 ただ、“心、ハート”だけ

だと具体的な活動はできないですから、「じゃあ、

具体的にどういうふうに修繕やってくの？」と“体”

のことを考えるわけです。 もちろん、修繕には個人

対応の修繕もあれば、マンション全体の修繕もある

わけですが、マンション全体の修繕がうまくいって

なかったら、一個人の修繕は無意味になりかねない。

ただ、実際に行動を起こすために必要なのが良いも

悪いも“お金”というわけなんです。

修繕する目的は、やっぱりコミュニティーの維持

や円滑化ですし、その手段が資金運用です。 目的と

手段を取り違えないようにしましょう 。 ですから、

そういう意味でも、やはり、しっかりとした長期修

繕計画が組めているのか？ 理想論として組めてい

るのではなくて、実現可能な計画になっているかど

うかが大事なわけです。

「運用しなければいけない理由 1～世の
中が変化しているリ

世の中がやっぱり常に変化している訳ですよね。

今までどおりに変わらずやっていれば何の問題もな
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くうまくいくかというとそうではない。 世の中、常

に変化しているわけですから、それまで上手くいっ

ていた行動をしたからと言って上手くいく保証なん

て、イ可もないわけです。 答えが変わってくるってい

うことは、往々にあると思います。 特に、 21 世紀

に入ってからは、それまでの世の中のルールが大き

く変わってしまったのですから、行動や対応、も変え

ないといけないと言うことなんですよね。

これは、以前お話しさせていただいた九州ラーメ

ン有名店の社長さんから伺ったお話なんですが、そ

のラーメン屋さんの味は世の中で常に「おいしい」

と言われるために気付かないように「変えてる J と

言われたわけです。 ピックリしましたO 「変わらな

いために、変えるんだ」 と言われ、 ドキッとしたの

を覚えていますc 「常に世の中のモノサシが変わる

以上、それに合わせて変えています」と…。 ある意

味、真理ですね。 そのとおりだと思うんですよ 。 だ

から、常に何をしていくのか？考え＆確認し、変わっ

ていかなくちゃいけない、ということですc

「運用しなければいけない理由2～政府
の施策の変化リ

政府の施策自体も時代と共に変わってきています。

良く、世の中の動きは「風」に例えられますよね。

仮にマンション管理組合がヨットだとしたら、ある

方向に進みたいって思ったら、目標設定がちゃんと

定められてなかったら、目的地にはとても到着しな

いわけです。 目標が決まってる前提で、進みながら

風がコロコロ変わるわけですよね。横風が吹くとき

もあれば、逆風のときもある 。 また、無風の時もあ

れば暴風雨の時もあるわけです。 できれば、）｜｜真風を

うまく掴んで進めるのがBEST なわけですよ 。 そう

であれば、世の中の動きの中で、政府の施策という

のは、この「風J のようなモノで、どういうふうに

世の中を動かしていきたいかっていう話な訳です。

では、政府の施策がどういう動きがなってくるのか

なっていうのは、実は情報がオープンになっている

以上、ある程度の内容は確認できるんですね。 です

から、今日はここ数年の流れについてお伝えしたい

と思います。

「運用しなければいけない理由3～経済
状況の変化リ

実際に資金を運用しようと思ったときには、個別

商品の特徴とか知識が必要になります。 ここは簡単

にそのご説明をさせて頂きます。 最後に「お金の健

康を維持管理しよう！ 」 「運用商品の特徴を理解し

ようリというお話になります。

このまま、数年を経ると、マンション（管理組合

さん）で格差が広がる・一つまり、良いも悪いもマン

ション（管理組合）単位で資産価値の差が付いてしま

すと思いますよ。 同じエリア内でもそうですが、きっ

と、エリアごとで差が付くので、例えば、今、空き

家がクローズアップされていますよね？ 空き家は、

元々、個別の・一個人の問題です。 ただ、放っておく

と地域の問題になって、その地域全体に悪影響を及

ぼすから、何とかしましようという話になっている

わけです。 法規制をしないといけない、ギリギリの

ところなんですね。

マンションについても、先程お伝えした通り、老

朽化の問題があり、数年先に建て替えの話が大きく

クローズアップされそうなのです。 そうであれば、

今のうちから考えておいた方が良いですよね。 ある

意味、今日、お集まりのみなさんは、先行しで情報

を仕入れているということになるわけですね（笑） 。

今日は住宅金融支援機構さん主催のセミナーです

から、僕もおかしなコトは言えないんですよ（笑） 。

「正しい」「真実だ」と思っていることしかお話しで

きないわけです。 そういう意味では、運用に関し

ては、しっかり目的が果たせること、まあ確実まで

は言わなくとも、安全で信頼感がおける金融商品で

運用するのが一番だ、と感じます。 先程お伝えした

とおり、「どうしてその商品を選んだのか？」、結果

的に失敗したときに、理事なら責任を取らなければ
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いけない訳です。

詳しくは後ほどおイ云えしますが、例えば、 2000

年から住宅金融支援機構が発行している「すまい・

る債」と言う商品は、マンション管理組合向けに作

られた信頼をおける、しっかりした金融商品です。

では、まず、「運用しなければいけない理由」に

ついてさせて頂きます。 1 つ日は、［社会が変化し

ている J ということです。 具体的には徐々に社会を

構成している世帯が変わっているんですね。 35 年

前（ 1980年）は「子どもと夫婦」が最も多かったの

ですが、今から 10年前（ 2010年）に「独身」と「子

どもと夫婦」が桔抗し、現在（ 2015 年）は「独身」

が主流派です（笑） 。

だから、 2010 年頃から、それまで独身女性が入

りづらかった吉野家（午井）等に入りやすくなった様

な気がします。 データで見ても明らかなんでが、こ

の様に世の中の動きは…自分たちが自然に感じられ

るので、予測はできるんですよ 。

ちなみに、現在（ 2015年）はどうかというと独身

の方が多数派です。 これから、 2050年までみたと

きに、更に独身の方の割合が増える予定です。 です

から、マンションも、住んでいる住民のみなさんも、

例えば、今、「3人で住んでいる」「4人で住んでいる」

という方が、 2 人になり、 1 人になり…という状況

になると思われます。 人数が少なくなるだけでなく、

高齢化も進むので、きっと、管理自体のやり方も変

わってくるでしょうね。 ですから、既に管理組合っ

ていう組織が機能していないのであれば、第三者管

理という方法もアリだと感じています。

実際に、世帯の4割がもう高齢者のいる世帯です。

高齢者っていうのは、 65 歳以上の方のことで、

WHO で定義されています。 しかも、その高齢者の

いる世帯の 4分の l が単身者です。 よろしいですか？

実際、高齢者の方に必要な設備がある住宅が初めて

半数を超えています。

余談ですが、総務省統計局が行っている「住宅・

土地統計調査」というのは、「国勢調査J .同様、基

幹統計調査と言って、統計法で指定された最も重要
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な統計・統計調査になります。 つまり、今後の政府

の施策に大きな反映を与える重要な調査なのです。

一昨年、平成 25年に不動産の基幹調査であるこ

の「住宅・土地統計調査」が行われ、その結果が公

表されています。 話題になったのが、空き家率

13.5% というショッキングなデータです。 専門家の

先生や経済評論家等は、このようなデータを見て、「こ

うなるのではないか？ 」 というコメントを出される

訳です。

5年前の平成 20年が22.7、平成 25年が26.5 と、高

齢者・単身者世帯がぐんぐん増えています。 さらに

今後、加速度的に増加することは容易に予測できま

す。 そうなると、高齢者や単身者世帯の方々が住み

やすいような社会にしなければならないということ

です。 今年、団塊の世代の方たちが65 歳になり、

年金をもらえる年齢になります。 急激に人数が増え

てくるわけです。 そうすると、年金支給がかなり厳

しくなっている 。 そのうち、公的な医療保険や介護

保険も厳しさが増すでしょう 。

そのような状況の中で、マンションをどういうふ

うに維持管理していこう、という話も考えていかな

ければいけないということです。

資金管理は2つの手法がある

資金管理には「＋（プラス）の運用を増やす」と言

う方法と、「－（マイナス）の運用を減らす」という

2つの方法があります。 実は、ーの運用を減らす方

が確実なのです。 最近は、＋の運用がなかなか増え

ないっていう状況下で、管理組合として安全で確実

な運用をしていくのが大事だと思います。

空き家率も増えています。 今後、高齢者の単身者

世帯が増えてきたときに、相続で引き続き住んでく

れる方がいればいいのですが、人口自体が減ってい

るわけですから予想しづらい。 ただ、良いマンショ

ンだ、っ たならば住んでもらえると思うのです。 逆の

いい方をするとそうで、なかったら、住んでもらえな

いわけです。
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空き家になると、滞納の問題や管理不備などの問

題になってくる可能性が高いわけです。 だから、自

分のマンションはどうなるのかという予測は、どう

いう方が住んでいるか、何歳で、家族構成がどうか、

などが確認できれば、ある程度できるわけです。

ちなみに、平成以降に建てられた住宅は、今、半

分程度です。 今年は平成 27年ですから、新しめと

は言わないですけど、 一戸建ても含めて、割合しっ

かりとした住宅が多い様な気がします。 建物の善し

悪しを判断する最低限の基準は、現時点では、耐震

性だと思います。 今から 35年ぐらい前（ 1981 年）に、

旧耐震と新耐震の 1 つの基軸があって、実際に阪神

大震災の時には新耐震のほうが壊れなかったと言う

ニュースは耳にしたことがあると思います。

ただ、 2000 年に建築基準法を改正し、更に耐震

基準を強化しています。 建築士のみなさんや不動産

業者の中では既に常識になっているのですが、実は

この 1981 年～2000年に建てられた建物は、耐震基

準上グレーゾーンなのです。 日本人は日当たり良好

な環境を好みます。 つまり、このグレーゾーン建物

は南側関口部の耐震性が弱いと言われています。 実

際に耐震診断をしてみると、×点が付くケースもあ

る。 ですから、ちょっとお金はかかりますが、もし、

みなさんがお住まいのマンションで耐震診断をされ

ていない場合、早めにされたほうがいいと思います。

なぜかというと、空き家問題で、今後、「特定空き家」

に認定されると、住宅とは認定されなくなり、固定

資産税などの税金が高くなります。 国の本音として

は、できるだけ早 ぐ耐震基準を満たして欲しいはず

ですから、耐震の基準を満たしていなかったら、特

定空き家にしょうか、という話も実際に出ている 。

今後、景気対策やもろもろの安全対策を考えた場合、

そうなるのかもしれませんO

そうすると、新耐震基準を満たしている建物は、

全体の4分の 3程度あることになっています。 この

新耐震基準というのは、 1981 年・昭和 56年に改正

したものですが、先程お話したとおり、グレーゾー

ンが実は割合として半分ぐらいあるのです。 つまり、

国が望んでいる耐震基準を満たした真っ白な建物は

全体の 4分の l程度なのです。 だから、このグレー

ゾーンに入っている建物は、先程言っ た、心の健康、

体の健康、お金の健康の中で、体の健康に関しては、

ちょっとチェックをする必要があるのかもしれない

ということです。

先程、マンションのストック数をお話ししました

が、 2000年末現在までのマンションが400万戸弱あ

るのです。 つまり、マンションだけ考えると、実に

全体の 64%が耐震基準は大丈夫かと言う建物な訳

です。 是非、この耐震基準ぐらいは事前にしっかり

調べて頂きたいと思います。

住宅政策の転換期

最近は地震だけでなく噴火や豪雨など自然災害に

伴う被害も大きく多いので、政府も建前だけでは済

まされないということになります。

また、政府は住宅政策の転換を図っています。 実

は既に 2006年に 「住生活基本法」という法律がで

きて、それまでは住宅不足を補うため、住宅を量的

に増やしていこうという施策でした。 ところが

2005 年に日本の人口が減少していくことが確実に

なった段階で、住宅政策を質重視に変えましようと

いう話になったわけです。 住生活基本法を作った後、

いろんな政策目標を作り、対応したんですね。 例え

ば、当時の中古住宅の流通割合 13% を 23% に 2016

年まで (10年間） に引き上げるなど・・・。 結論どうだ、っ

たのか？というと直近でも 13%の水準なのです。

また、年金収入をメインにしている高齢者の方の

家計は、財源の関係もあり、物価に対して相対的に

減少するコトが確実ですから、今後、より厳しくな

るでしょう 。 そうなったときに手持ちの自宅をお金

に換えづらいと困ってしまいます。 現在、自宅＝中

古住宅が売ったり、貸したりしようと思ったときに、

それが中々しづらい状況であるわけです。

いろんな施策を打ってきた中で、「日本再興戦略

(JAPAN is BACK）」っていう施策を聞いたこと、
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ある方、いらっしゃいます？ 手を挙げてもらって

いいですか？ では、「わからない。 J 「知らない」っ

ていう方は、いかがですか？

ありがとうございます。 「知らない」 という方が

圧倒的ですね（笑） 。 では、「三本の矢」って言ったら

わかります？

そうなんですよ 。 これがアベノミクスの正式名称

です。 日本にいる外国人の方に「JAPAN is 

BACK」って知っていますかと聞ったら、「当然、知っ

ているよ Jって言われてしまいます（笑） 。

皆さん、読んだこと…ありますか？ とても分厚

い資料です。 読むと、実は 2030年までの超長期的

で野心的な国家戦略です。 もちろん、その中に数年

間の短期的な戦略と、 2020年までの中期的な戦略と、

それ以降の長期戦略と時系列でしっかり書いてある

のです。 何が言いたいかと、僕が安倍さんのことを

好きか嫌いかは兎も角、既に政府はこの方針で動い

ていると言うことです。

日本“再興”戦略ですよ 。 個人的には 1 回ダメに

なってしまった！と認めてしま ったことが最もすご

いことだと思っています。

いろいろなことが書いてあるのですが、不動産関

連の事柄で印象的なのが、立地競争力という話があ

ります。 もちろんアジアとか他の固との競争の中の

話もありますが、面白いのは、「都市の競争力の強化」

と言うことで国内に関する事柄も書いてあります。

最近、「地方公共団体が減るのではないか？」とい

う話が出てきました。 個人的な意見ですが、人口が

減っていくわけですし、実際にこのままいくと 3分

の l ぐらいは要らなくなっちゃうんだろうなぁと感

じています。 その l つの象徴的な動きとして「ふる

さと納税」もその一環でやっている様な気がします。

競争原理＝市場原理を利用して、個々の自治体の力

で「収入を確保しなさい」と言っているような気が

します。

いずれにしても、空き家対策や定住化促進策など

を通じて都市間競争＝地域の競争は進んすいます。

ですから、マンションも他人事ではないのです。 み
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なさんがお住まいのマンションがどの自治体にある

のか？どういうマンション管理をしているのか？

ある意味、みなさんのマンションがとっても管理

をして、良い住環境を維持していると、その地域も

活性化するということもあるわけですね。

例えば、すごく片田舎にあるラーメン屋さんなん

だけどとても有名なお店で繁盛していると、結構、

マスコミの方々に取り沙汰されていますよね。 その

お店がブランドになり、地域活性を図っているとい

う例も出始めてきました。

このラーメン屋きんをマンションに置き換えてみ

てください。 1戸建て住宅一軒だけだと難しいかも

しれませんが、何世帯もあるマンションなら波及力

が違う 。 場合によっては、自治体などを巻き込んで

提携してやってくっていう話は出てくるんだと思い

ます。 ただ、小さい事柄 l つずつコツコツが大事な

んですね。

国が大きな課題として上げているのが、この「住

宅投資額の累積より住宅資産額が大きく目減りして

いるという事実です。 実際に住宅に使った金額に対

して、いくらの資産価値が残っているか？というこ

となのですが一 ·900兆円ぐらい使っているのに対し

て、実際に残っている価値は 350 兆…つまり、 550

兆円ぐらいが消えているという話です。 550兆円と

言えば、日本の 1 年間の GDP とほぼ同格ですよ 。

とても大きな金額で、政府も無視できす、これを何

とかしたいということで、数年前から動いているわ

けです。

先程もお伝えしましたが、私が 15年程前にこの

場に立ったときに、何を言ったかというと、「これ

から土地が上がりますよ」と言ったのです。 実際に

上がりました。 なぜ、解ったのか？ 景気がよくな

ると知っていたから…そんなことはありません。 実

は、その時点で土地の価格を決める土地の不動産鑑

定評価基準＝算定ルールが変わっていました。 新し

いルールを適用すると、大都市部…特に東京エリア

は土地の価格が上がるのは簡単に予測できたのです。

ですから宣言しましたO
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今回も宣言させていただきます。 もう昨年9月に

ルールが変わりました（笑）。 実は、マンションはも

う少し先だと思いますが、木造 1戸建て住宅の不動

産鑑定評価基準が変わったのです。不動産鑑定評価

基準っていうのは、その建物が幾らになるかってい

う基準を 9月に変えています。

建物＝木造 1戸建て住宅の鑑定評価が上がるとい

うことは、固定資産税評価額も上がるということで

す。 つまり、固定資産税など不動産関連の税金が上

がる可能性が高いということです。 今年 2015 年は

鑑定評価の年でしたからすぐには上がらないと思い

ますが、このルールが予定通り動けば、確実に上がっ

てしまいます。 政府もいろんな理由で不動産価格を

上げたいんだと感じています。 もちろん、この情報

は公官庁の HP などで公開されています。 ただ、な

ぜか？こういう情報は、マスコミは取り上げてくれ

ないから、中々私たちの下に伝わってきませんよね。

不思議です（笑） 。

今年7月に公表する予定で、不動産業者（宅建業者）

さんが「幾らで売れますか？ J と窓口に来たお客さ

まに対して示す価格を算出するための「価格査定マ

ニュアルJ を改定しています。 これがき っかけでは

ないのですが、不動産業者さんを取り巻く環境も徐々

に変わってくる予定です。 例えば、去年まで「宅地

建物取引主任者」という資格でしたけど、今年の4

月から「宅地建物取引士」にという名称に変わりま

したよね。 格好いいですね。 ただ、格好いいだけじゃ

ないですね。 これから、中古住宅の取ヲ卜－－特に売買

を増やそうとしているわけですよ 。 そうすると、売

買取引に関する事件や事故が多くなると予想してい

るわけです。 今までは新築中心の売買取引でしたか

らあまり不良品を対象にすることはなかったわけで

す。 ところが、中古住宅だと不良品を売り買いし

てしまう可能性が高くなるわけです。 だから、その

ために、いろんな準備をしているわけです。

住宅に関しては、元々、スクラップ＆ビルド＝新

築中心の施策を打っていたわけですが、環境問題や

人口減少社会になったことで、今後は、中古住宅を

活かす・・・つまり、立地の良い住宅に関してはリフォー

ムなどして長く使ってくださいという施策に変わっ

ているわけです。 そうすると、そういう方向性にう

まく対応できるマンションとそうじゃないマンショ

ンで差が付いてしまうって、わかりますよね？ た

だ、その気持ちがあっても、そのような状況に備え

ていないと・・・お金がないと何もできないという状況

になってしまうわけです。

政府の中古住宅に関する施策の重点ポ
イント

先ず、中古住宅を売買したり、賃貸に出そうと思っ

たときに、やっぱり気になるのが、「質」に対する

不安です。 それに対しては、インスペクションとい

う事前に調査するような制度や物件の価格などしっ

かりとした情報提供。 後、万が一の場合の暇庇保険

などの充実が示されています。

次に、中古住宅の適切な評価をする際にときに、

しっかりした建物はどのようなモノか？という 評価

基準を出すのももちろんですが、例えば、すまい・

る債を購入しているマンション管理組合であれば、

マンション管理センターさんでいつ、どういうリ

フォームを幾らでやったかという記録が残っている

＝レコードキーピングされていると安心ですよね。

個別の住宅でも同じような「住宅履歴情報J を蓄積

する仕組みを作ろうとしています。 1 つ直ぐに確認

できることとすれば…実は、かなり古いマンション

だと、施工図など図面がないマンションがあります。

地図がないと、地図を作るところから始めなきゃい

けないんです。 お金や時間が掛かり、大変です。 で

すから、まず、あるかどうか？そして何処にあるか？

は確認してくださいね。 そして、先程お伝えした「建

物の評価手法の構築」というお話しがあります。 繰

り返しになりますが、建物評価（額）を上げていく方

向に動いています。

そして、 3番目に「流通の担い手の強化」という

ことで、中古住宅中心の取引体系になる中で、宅建

業者さんも他の専門家と連携し、円滑に中古住宅の
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流通ができるようなワンストップサービスができる

ような体制に変更してくださいという流れに進んで

います。

最後に、中古住宅を活用するという話です。 この

中で、「リパースモーゲージの普及」と書いである

のですが…聞いたことある方、どれくらいいらっしゃ

います？詳しい話は時間の関係で割愛しますが、

実は昔からある金融商品なのですが、その特性から

中々普及していません。 そのような商品化というと

…今、持っている自宅を担保にお金を借りて、亡く

なったら、その自宅を売って、借金をチャラにする

という手法のローンです。 貸し出す金融機関の貸倒

れリスクが高いので、なかなか普及しないのですが、

欧米ではそこそこ普及しているようですし、超高齢

社会が迫り来る中、政府も必要不可欠な制度だと言

う認識を持っているようです。 この普及に大きな役

割を果たすのが、恐らく住宅金融支援機構さんだと

思われます。 予算の中でも重要な担い手として位置

づけられていますし、見ていてください。 ここ数年

でクローズアップされる分野だと思いますよ。 また、

連動する形で高齢者の方の住み替え促進ですね。 先

程お伝えしたとおり、高齢者の方の家計収支が悪化

しつつあるわけですが、高齢者の方は自宅を持って

るケースが多いので、自宅を売ったり貸したりしや

すくしようというお話です。

もう少し詳しく個々を見ていきましょう c まず、「イ

ンスペクション」についてです。 「インスペクション」

とは、売り買いしようと思ったときに、事前に、対

象物件についてちゃんと調査をしようという仕組み

になります。

個別の状況調査が終わり、住宅リフォームをして

いこうと思ったときに、問題になるのが…みなさん

ご承知おきのとおり、数年前にリフォーム業者の不

正工事に関する事故というか事件があったわけです。

どの業界にも悪徳業者がいますし、致し方がないも

しれませんが…かなり問題になったわけです。 それ

に対してどのような施策を打っているかと．いうと・ー

これは知っておくとお得ですよ 。 昨年9 月に、国土
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交通省は、すでに「住宅リフォーム事業者団体登録

制度」という制度を設けています。 どういう制度か

というと、個々のリフォーム業者さんを対象にする

のではなく、多くのリフォーム業者を束ねている業

界団体が幾っかあります。 その業界団体さんを国土

交通省が「大丈夫」と認定する制度です。 自主規制

などもあり、万が一事件があっても業界団体内でしっ

かり対応できると言う認定をする制度です。 自助努

力をうまく利用して認定制度を作ったと言うことで

しょうか？ ホームページもありますから、大規模

周旋工事などを行う際には、ぜひ、ご確認ください。

このように国土交通省は、 2020 年に現在の中古

住宅の流通市場やリフォーム市場の倍増を目指し、

「長期優良住宅化リフォーム」などの施策を推進す

るよう予算を付け対応していています。

「住宅ストックファイル制度」は、先程お伝えし

た通り、修繕やリフォーム工事を行った際に、その

記録をしっかり残しておくという制度を構築してい

ます。既にもう一昨年ぐらいから予算を組んで対応

しているんですね。 具体的には、一昨年、基本構想、

を作り、昨年、プロトタイプシステムを構築しまし

た。

実は、昨年も横浜市にて試行しているんですが、

今年2015 年、昨年できたプロトタイプシステムを

行政の一部にて試行し始めている段階ですc 恐らく、

2016年に本格的なシステムを構築して、今から 3年

後の平成 30 年（ 2018年）にはこのシステムを稼働さ

せたいと考えているようです。

そのときに慌てて対応するよりも、例えば一歩先

読みして、今のうちに、マンション全体で今までど

のような工事をやってきたのか？もう一度確認す

るぐらいはやっておくだけで資産価値を維持できる

ような気がします。 一歩先に行動するだけで他のマ

ンションと差別化できるのであれば簡単です。

きて、「中古住宅市場活性化ラウンドテーブル報

告書」という資料が今年の 3月に出ているのですが、

この資料は極めて重要です。 これから最低でも 2～

3年ぐらいの住宅の施策の具体的な動きが書いてある、
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つまり、国土交通省が明確にしてくれています。 70

ページぐらいの報告書なので、是非、お時間のある

方は、インターネットやスマホなどで確認していた

だくと良いと思います。

その中で、「住宅の維持管理の有無によるライフ

サイクルコスト」と言うことも書いてあります。 計

画的にちゃんとお金を使って維持管理した場合とそ

うではなく必要なときだけ応急対応などで管理した

場合で、総トータルとしてどっちのほうが安く済む

か？ということを試算しています。 結論を申し上げ

ると、計画的にお金を使って適切に管理をしたほう

が「安く済む」 というデータが出ていますの

実際の所は個別のマンションにより状況が異なる

ので、必ずと言うことではないとは思いますが少な

くとも、国はこのプランを前提に施策を行っていく

ということなのでしょう 。 だから、みなさんに「適

正に維持管理してくださいね」とアナウンスメント

しているわけです。 実は、 FP として家計管理のお

手伝いをしていると同じ事が言えて、計画的に対応

していると、結果的にライフサイクルコストの低減

につながります。

お金って、常にあるわけじゃないじゃないですか？

特に高齢者の方が経済的な事情で「移り住もう」

という方も今後は出てくるのだとは思います。 そん

な場合、今、高齢者世帯が住んでいる広々とした郊

外にある一戸建て住宅に若い子育て世帯の方に移り

住んでもらうのがベストなわけです。具体的には、

高齢者の方に自宅を売ってもらうか、貸してもらう

かして... 0 ただ、先程お伝えした通り、中々それが

難しいという話の中で、国の予算で、この経済的な

部分をファイナンシャルプランナー（FP）に対応し

て貰おうじゃないか？という施策が打たれ始めまし

た。 ですから、今日はマンション管理組合さん向け

の講演会なのですが、私が出てきているのかもしれ

ません（笑） 。

例えば、皆さんがお住まいのマンションに年配者

の方がいて、健康上の問題からこれから高齢者施設

に入らなくてはいけない、という方は増えてくるで

しょう 。 その時に嫌が tでも経済的な問題が吹き出

してきます。 できればそうなる前にファイナンシャ

ルプランナー（ FP）を使って、事前に相談などを受

けてもらうということは大事だ、と思います。 ただ、

ファイナンシャルプランナー（FP ）もたくさんの方

がいます。 全てのファイナンシャルプランナー（FP)

がやれるわけではないのです。 是非、ファイナンシャ

ルプランナー（ FP）でも、どこから認定を受けてい

るのか？何が専門分野か？どんな実績があるのか？

くらいは確認されると良いと思います。

次に 3つ目の運用しなければいけない理由として

「経済状況の変化」についてお話ししたいと思います。

先ず景気のバロメーターとして出てくるのが株式

市場です。 株価は期待感もあり、世の中の動き＝景

気を半年程度先行すると言われている経済データで

すが、景気の回復基調からここ数年はすごく上がっ

ています。 今回の講演もそうですが、こういう状況

のときには、結構、資産運用系の講演が多いわけで

す。 ただ、株価が下がっているときや停滞している

ときこそ、時間もたっぷりあるので、しっかり学ん

で欲しいと感じています。

正しい対応をするには3つ段階がある

まずは、正しい知識を持っていなければいけない。

自分のフィルターをきれいにしておくと言うことで

す。 そして、正しい情報を得なければいけない。 最

後に、正しくその知識や情報を使って認識しなけれ

ばいけない。 そして、その認識に基づき正しく行動

する 。 行動するにしてもしないにしても、あるタイ

ミングで必ず決断をする必要があります。

良い結果になるか悪い結果になるか解りませんか

ら、この決断することがとても怖いわけです。 ただ、

それをしないと何も始まらないのは事実です。

例えば、景気などいくら周りの状況が良くても、

自分のマンションにとって状況が悪かったり、でき

る状況でなかったら、やるべきではないというのも

一つの答えです。

特集 1 マンション管理組合における資金運用について 1 

実際にあったケースなのですが、修繕工事をしよ

うという決議をした管理組合さんがありました。 教

科書的には今後の物価上昇などのことを考えると正

しい選択だ、ったとも思います。 ただ、私は顧問とし

て反対したのです。 なぜなら、 50戸程度のマンショ

ンだったのですけども、そのうち 10世帯が家計的

に厳しく、 一時金を捻出するのが難しい状況でした。

つまり、売却して転居してしまう可能性が高かった

のです。 個別事情を考えれば、できれば半年～1 年

程度時間的な猶予をもらいたかったのですが・一、結

果的に修繕工事を実施するという決議がされました。

それでどうなったかというと、そのうちの 5戸が

投げ売りに近い価格で売却されてしまったのです。

1～2戸だったら、イレギュラーかもしれませんが

50戸のうちの 5戸一－全体の 10% です。 結果的にその

マンション全体の資産価値が下がってしまったので

す。 そして、当然、その周辺のマンション価格にも

悪い影響が出ました。 周りのマンションの資産価値

も連動して下がってしまったのです。 こうなるとそ

のマンションだけの問題ではなくなってしまいます。

空き家問題と一緒で地域の問題に発展するわけです。

ですから、世間一般としてそうした方が良いとい

う選択であっても個別のケースに当てはめるとそう

しない方が良い。 ただ、そうしないことで何かしら

のデメリットも生じるので、そうすることで将来的

にどのような対応が迫られるのか？予測をしておく

事が大事です。 ぜひ、身の丈に合った判断をして、

考えてみましょう 。

次に、世の中に出回っているお金の量＝通貨供給

量について見ていきましょう 。 この通貨流通量が大

きければ景気が良いし、そうでなければ景気が悪い

というバロメーターにもなっています。 このデータ

はかなり話題になっています。 ここ数年は異次元的

な量的緩和によりグーッと伸びてきていますが、最

近は落ち着いています。

そして、物の値段＝物価です。 やっぱり消費税が

上がる直前にバブルが起きて、その後沈説化すると

いう動きになるのは解りますね。 過去大きな改訂を
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3 回行っ ていますが、例外なくそう下動きをしてい

ます。 いわゆる消費者物価に近い数値（企業向けサー

ビス価格指数）と、昔、「卸売物価」って言っ ていた

企業物価指数を比較すると、前者の方が、動きが激

しいのがわかります。 特にリーマンショックのとき

に急激に乱高下していています。 現在は、原油など

燃料費が下がっているので落ち着いていますが、生

鮮食料品など生活に必要なモノは値上がりが続いて

います。

ものごとを傭撒（フカン） して全体的に捉えるのも

大事ですが、個別に確認することも忘れないように

しましょう 。

最後に、金利についてです。 金利は、長期金利と

短期金利があります。 通常、長期金利のほうが短期

金利よりも高くなるのですが、ここ 2年近くはずーっ

と長期金利の方が短期金利よりも低い状態が続いて

いる…ちょっとイレギ、ユ ラーな状況です。 ある意味、

政府が特に短期金利を低めに誘導しているという話

なのです。 この状態がず、っ と続けられれば良いので

すが、長期金利は、基本的に国債のマーケット価格

キ需給関係で決まります。 つまり、現在、短期金利、

長期金利とも国がお金をパンパン刷って国債などを

購入することで低めに誘導し、動かない状況です。

l つ知っといて欲しいデータがあります。 これは

野田内閣のときに政府が出した内閣府の長期金利の

予測調査です。 このデータを見たときに、 2011 年（平

成 13年）、ちょうとマ現在の安倍内閣が政権を取った

ときに、 1.5% だったのです。 その時にみなさん、

なんて言っていたか覚えていますか？「2015 年ま

でに 2% に物価を上げる J と宣言していたのです。

物価が上がれば金利もそれに応じて上がっていくの

がセオリーです。 個人的な意見ですが、実は2% と

言う数字は、安倍さんが決めた数字ではないのか？

と考えてしまうわけです。

さて、データを見ていくと、伸長シナリオと成長

戦略シナリオを比較してみます。 2015年時点で2%。

2023 年、今から 8年後、伸長シナリオでも 3.5% に

金利を上げたいと言っている 。 実際に上がるかどう
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かわかりませんが、「上げたいJ と政府が明確に言っ

ていることを知ることが大事です。 ある意味、これ

ぐらいの金利水準までは上がる可能性があると考え

ておかないと行けないと言うことです。 5年までで

すが、内閣府が出しているデータです。

しかし、あまりこのような情報は流れてこないで

すね。 良いも悪いもマスコミは広告主のために仕事

をする媒体ですから、広告主にとって良い情報は流

すし、悪い情報もかもしれませんが、「それなりに」

なんですよね。 だから、こういう住宅金融支援機構

さんのような公共性の強い団体きんでの講演では、

僕もこの様なお話しができるのです。 例えば、これ

がマンションなどを販売している売り手サイドの講

演だと最低でも配慮しないといけなくなるわけです。

言いたいことも言えないわけです。

以上、これらの基礎データは、実は日本銀行のデー

タベースで誰でも取得できますから興味があれば、

リサーチしてください。

次にお金の健康維持管理をしようというお話しを

させて頂きます。 今日の本題ですが、まず、お金の

準備の仕方を知るということです。 当たり前のこと

ですが、いつまでに幾らぐらいお金を用意しなけれ

ばいけないというゴールをしっかり確認するという

ことです。 ただ、この当たり前をする、し続けるこ

とがとても難しい世の中になっています。 アクシデ

ントは付きものですから・・・。

このプランというものは、人に例えればライフプ

ランです。 マンションだ、ったら修繕計画になります

ね。 お金我必要な時期に、そのお金がないと大変な

わけですから・・・。 そこまでに適切な運用をするとい

う話です。

だから、目標設定がとても大事で、その後に現状

分析を行う 。 それまでに何年あって、どれぐらいの

金額が積み立てられて、という話ができないと、一

体、どれぐらいの利回りで運用すればいいのか？ター

ゲットが解らないということです。 違ういい方をす

ると、利回りが、今、何%で低いから、じゃあ、ど

うするかといったときに、極端な話、最初に大きな

金額を準備して置くか、実施期間を延ばすか、毎回

の積立額を増やすかしか、ないわけです。 これがやっ

ぱり、なかなか簡単ではないわけです。

なぜかというと、仮に、実施期間を延ばしたら

一一最近までは、ず、っとデフレだ、ったので、良かった

わけですけれど、ご存じのように、時代はもうイン

フレになっている 。 つまり、工事に必要な原材料費

や工賃など値上がりをしているわけです。 そうする

と、先延ばしすればするほど工事費が上がってしま

うわけですから、できるだけ早く工事はした方が良

いということになります。

こういう話はある程度事前に予測ができてれば対

応できる訳です。 先程お伝えしたとおり、運用って

いうのは、プラスの運用を増やすだけじゃなくて、

マイナスの運用を減らすことも大事です。 例えば、

ローンを組んで工事をしようと思った場合、工事費

（物価）の上昇の割合より借り入れるローンの金利の

方が低ければ合理的で、無駄なコストを使わないっ

ていうことにもなりますし、発想として大事です。

よくある質問で、「有利な運用方法を教えてくだ

さい」と言われますが、個々のマンションの条件に

よって違います。 工事がオーダーメイドである以上

…。 ただ、その中で、お金について働いてもらう方

法とていうのは、セオリーが決まっているわけです。

①収入を増やすか、 ②支出を減らすか、 ③運用す

るかです。 収入を増やすところが、きょうの後半の

話です。 逆に言うと、根本的な話、収入…特に安定

収入が減ってしまうとまずいわけです。 個人であれ

ば、現役時代だったらお給料をどうするかという話。

高齢者の方だったら、年金がどうかっていう話なわ

けです。 支出を減らす事＝節約になりますが、限界

があるわけです。 普通に生活していれば、決して「ゼ

ロ j にはできない。 であれば、運用をしっかりやっ

ていこうということになります。 ただ、先程お伝え

した通り、正しい知識を得て＝学んで、実際に慣れ

る二試行するために、正しい情報を得て、ちょ っ と

トライしてみようということになるわけです。 実際

に正しく認識できると思えれば、本格的動いてみる。

｜特集 1 マンション管理組合における資金運用について ] 

もちろん、本当に 100%正しい動きになるかといえ

ばわからないんですから、難しいのです。

ただ、やってみないと、結論出ないわけですから、

判断は 2つです。 繰り返しますが、自分の物差しと

周りの物差しの 2 つで判断するということです。 是

非、周りの物差しに振り回されないでください。 マ

ンション管理で大事なのは、自分の物差しです。 だ

から、まず、自分の物差しをもう一度再確認して、

それが、現状に合っているかどうか、確認しましょ

う 。 数年前につくったものが、状況が変わっている

ケースもあるわけです。 恐らく 10年とか5年前のモ

ノだ、ったら、まず、変わっているでしょう 。

だから、私がコンサルテ ィ ングで頼まれたら、最

初に入るところはその部分からです。 現状が解れば、

それから予測開始です。

具体的に金融商品を選択する＝運用の話をしてい

く中で、忘れてはいけない原則があります。 金融商

品の特徴として「安全性」、「換金性」、「収益性」と

いう 3つのバロメーターがあります。 絶対的にどれ

もOという商品はないので通常は明確な答えはない。

ですから、複数の金融商品を組み合わせてバランス

を取ることが重要なわけです。

では、マンション管理組合の資金運用は何をベー

スに考えれば良いかと言えば、「修繕積立金J が目

的になるわけです。 基本的に減らせないわけですか

ら、収益性の高い商品は元本割れを起こす可能性が

高い＝安全性が低い商品なので選択できないという

ことになります。 もちろん、規約などで 「選択しで

も構わない」と決めても良いとは思いますが、「誰

が責任を取るのか？］ということはあらかじめ決め

ておかないといけないでしょう 。 とは言っても、普

通は誰も責任を取りたくないですから、その選択は

ないわけです。

であれば、しっかりした一一安心確実＝安全性が

高い金融商品を中心に預けていくしかない、という

ことになります。 複利運用できれば、利息が利息、を

生むので増え易いわけですが、昨今の低金利です。

両立は難しいでしょう 。
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投資の世界には、リスク・リターンの原則があり

ます。 リスク・リターンの原則とは、儲かることと

損することは比例関係にあると言うことです。 つま

り、儲かる度合いが大きければ損をする不確定要素

も大きくなり、儲かる度合いが小さければ損をする

不確定要素も小さくなるということです。 仮に、将

来性が見えない運用＝収益性の高い運用をすると、

利益がたくさん付きやすいという話なのです。

くれぐれも気を付けなくてはいけないのは、マン

ション管理組合としてもそうですし、個人としても

そうですが、世の中に「ノーリスク・ハイリターン」

という商品は存在しないと言うことです。 あったと

すれば基本的に詐欺商品です。 逆に「ハイリスク・

ノーリターンJ と言う商品があったとしたらどうで

しょう？白分に利益が入ってこないのに、リスクだ

け増大するという商品・・・これは他人の利益のため

のビジネスです。 00詐欺のようなモノです。 この

2つは、絶対的な商品はありません。

もちろん、相対的に一時的により良い商品が発生

する可能性はあります。 ただ、そのような商品が発

生する奇跡の時間を待てるほど私たちは暇ではない

し、販売サイドが損をする商品ですからすぐに売る

のを止めてしまうはずです。

まとめをお話しすると、修繕積立金の取り崩し時

期と金額を目標に金融商品を分散するしかない、分

散しましようということになります、ただ、これも

中々できないですよね。 なぜなら、分散するという

ことは、 ①金融商品、 ②運用期間、 ③購入するタイ

ミング の 3つを分けるということなのですが、簡

単ではありません。 修繕積立金は減らせない共有資

産ですし、一定のルールの中で運用するわけですか

ら、大きく増やす＝リスクを取り儲けるという運用

目的にはそぐわない。 例えば、預貯金だ、っ たら、ど

この銀行に預けるかといえば、やっぱり安心で、きる

銀行ということになります。 そのような発想で良い

のだと思います。

皆さんに 1 つお伝えしたいことがあります。 マン

ション管理組合向けの商品、すまい・る債について
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です。 これは、マンション管理組合のためにつくら

れた金融商品ですから、マンション管理組合にとっ

ては様々なおトク感のある良い商品だと思います。

商品が販売されたのは 2000 年。 住宅金融公庫が発

売した 10年間の満期利付起債商品です。 その後、

事業が住宅金融支援機構に移管して継続的に販売さ

れているロングセラー商品です。 発売開始から 15

年を経ていますから実績も出ているということがポ

イントです。 実績が出てない金融商品というのは怪

しいですし、事実、まゆっばモノであるケースもあ

ります（笑） 。 実績があるということは、信頼・信

用の一つの糧ですc 中途解約もできます。 金利も通

常の預貯金よりは高いです。 定期的に毎年積み立て

をしていってもいいですし、一括でドーンと購入し

て持ち続けてもいい、という商品になります。

実際に購入されている管理組合さんが2万 5,000

弱で、現時点の残高が7,000兆前後、累計の発行数

も l兆円を超えています。 相当な信用ですね。 国が

保証している債券ではないのですけれども、仮に住

宅金融支援機構が破綻した場合でも、優先的に債券

が支払われることになっているので、やはり管理組

合にとっては良い商品だと思います。 そもそも格付

けは割と上の方ですね。

金利も 2000年当時は 1.6% もあったのです。 国債

の金利に連動して変わる仕組みなので、国債の金利

が下がっていく過程で、徐々に低下していった感じ

です。 口数も、当初は 1 口 100 万だったのですが、

今は、 1 口 50万で 1 口から購入できるのです。

さらに今年、制度改正がされて、マンション管理

組合にとっては、結構、手続きが面倒くさいのが問

題だ、ったのですが、この手続きを委託しているマン

ション管理会社が代行できるようになりました。 お

任せしちゃえばいいのです。

低金利ですから、最悪、決断できなければ、利息、

が付かない決済制預金でも良いという発想がありま

す。 ただ、残高が億単位に増えているマンション管

理組合では、例え金利がわずかであっても、その分、

積立額や一時金などを持ち出しせずに済みます。 特

に今後、金利が上がりそうな局面が巡ってきたとき、

「何で、決済制預金（0% ） で預けているんだ。 損し

ているじゃないかJ と、組合員から突っ込まれたと

き、言い訳にならなくなってしまいます。 国債や前

述の 「すまい・る債」などしっかりとした商品に預

けたいモノです。

何がいいかつて、実は、 10年間の満期債だけど、

1年経てば解約できますし、共用部分リフォームロー

ンを組まざるを得ないとき借入金利が下がり、保証

料も下がるという特典が付いているというところで

す。 利息は低いかもしれないけど、万が一お金が足

りないときにはローンを組もうとしても、中々、担

保の関係で、共用部分のローンが組みづらいわけで

す。 そのときに、この債券を購入していることで組

みやすくなる 。 また、定期的な情報提供も頻繁に送

られてきます。

最後に、マンション管理組合で考えなければいけ

ない今後の問題の 1 つとして、マイナンバー制の話

をします。 「マイナンバー制」という言葉は知って

いますよね？税金や社会保険など、今までバラバラ

だ、った情報を一元管理しようという話の中で、収益

を得ている管理組合は、マイナンバーを取ってくだ

さいという話になると思われます。 マイナンバーは

「個人」と「法人」のナンバーがあるのですが、法

人化、つまり登記をして、しっかり対応して下さい

という流れです。 うちの管理組合はどうだろう？と

思ったら、確認をお願いします。

もちろん、個々人の問題としても知っておくべき

です。 なぜなら、当初の対象は税金と社会保険だけ

だ、ったのですが、最近は預貯金などの様々な資産も

ヒモイ寸けられる可能性があります。 どのようなセキュ

リティーが掛かっているのか？などマイナンバー制

度のことをもっと勉強しておきましょう 。

次は標準管理規約の改定の話です。 要は、法人で

｜特集 1 マンション管理組合における資金運用について

いうと、経営と所有の分離を図ろうという話が進ん

でいます。 段々、日本の人口が減ってきて、また、

高齢者が増えていくと、冷静な判断がしづらくなっ

てくる 。 現在の管理組合は高齢者の方がメインで動

かれているケースが多く、病気などで意思決定がで

きなくなると困ってしまうわけです。 今回の改定で

第三者管理を明確にやれるように進んでいます。

最後に民法改正のお話しです。 特にその中でも何

が問題かというと、世間で注目されているのは、保

証人の話や飲み屋さんのツケのお話が出てきていま

す。 ただ、この改正は契約全体に及びますから、非

常に大きな改正で、社会にも多くの影響があるでしょ

う 。 実は、法務省では平成21 年から改正の議論をず、っ

とやっている。 時聞があったら読んでください、と

いっても、中々難しいかもしれませんO 場合によっ

ては法案が通るまで話題にもならず、後で「そうい

うことだったのか？ J、「こんなはずじゃなかったJ っ

ていうことも、結構あるかもしれません。

こういう話も、今回のような住宅支援機構さんの

セミナーでやるかどうかはわからないですが、ある

のでしたら、ぜひリサーチをしていただくと、個人

の生活でもプラスですし、結果として、管理組合さ

んの財政などにもプラスにはなるのだろうと思いま

す。

きょうは資金管理のテーマということで、非常に

広範囲のお話しをさせて頂きました。 ただ、「これ

からが大事J なんでね。 いろいろなことが起きる可

能性があるので、解る範囲内でお話しさせて頂きま

した。 1 時間ではとても短かったんですが・・・みな

さん、がんばって下さい。

ご清聴、どうもありがとうございました。

（拍手）
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｜特集 2 マンションの大規模修繕等に対する地方公共団体の補助制度 | 

の補助、アスベスト除去等事業への補助金等があり

ます。

国や都道府県の補助制度と併せて市区町村の補助

制度を利用できる場合も多いので、 具体的な資金計

画の検討の際には、最寄りの地方公共団体に詳細を

問い合わせてみられることをおすすめします。

正主主主主

※国土交通省HP ( http://www.mlit.go.jp/report/ 

press/house05 _hh_ 000585.h tml ）参照

マンションの大規模修繕等に対する
地方公共団体の補助制度

・平成27年度地方公共団体補助制度一覧表

17～20 ページの一覧表は、分譲マンションを対

象とした大規模修繕等に対する地方公共団体の補助

制度をとりまとめたものです。

なお、当センターのホームページには、各地方公

共団体の該当ホームページにリンクした形式で掲載

していますので、併せてご活用ください。

http:/ /www.mankan.or.jp/08_reformloan/ 

publicsupport.html 

（公財）マンション管理センター
4 マンションの耐震化に関する補助

マンションの大規模な修繕工事や耐震診断・耐震

改修を行う場合には、多額の費用や専門家のアドバ

イスが必要なことがあるため、国や地方公共団体で

は様々な補助制度を設けています。

今回は、当センターが平成 27年 6 月に実施した

地方公共団体の補助制度についての調査結果等をご

紹介します。

なお、いずれの制度も詳細については、ご利用・

ご検討の前に各地方公共団体にお問い合わせくださ

口

、
品

、
l
v

, 新たな制度、最近の特徴

毎年度、各地方公共団体では制度拡充が行われて

います。

まずは、名古屋市ですが、今年度新たに 「分譲マ

ンション専門家派遣事業」として，管理組合への助言

や勉強会での講師をしていただくためにマンション

管理士の派遣を受けられる事業が、モデル実施とし

て開始されました。

また、北九州市でも 8月からの新規事業として「マ

ンション管理士派遣事業」が開始され、台東区でも

同じく 8月から「マンション共用部分バリアフリー

化支援事業J 及び「マンション管理・修繕相談員派

遣制度J が開始されています。

多くの地方公共団体でマンション管理士等の専門

家のアドバイザーの派遣を無料で受けられるのは心

強いことだと思います。

補助事業としては、世田谷区では従来からあった

「環境配慮型住宅リノベーション補助事業」に、今

年度からマンション共用部分に LED照明器具を設

置したり、共用部分の段差解消や手すりを設置する

といった内容が補助対象に追加されました。

東京都北区においても「集合住宅省エネコンサ

ルタント派遣事業」及び 「新エネルギー及び省エネ

ルギ一機器等導入助成」といった環境配慮型の助成

等事業が追加されています。

最近の補助事業の対象拡充としては、環境配慮、型

の助成制度の充実が特徴のようです。

地方公共団体におけるマンションの耐震化に対す

る補助制度を有する地方公共団体（市区町村）の数は、

平成 27 年 4 月 1 日現在で耐震診断が 1,485、耐震改

修が 1,398 （国土交通省公表資料※）となっています。

平成27年度 分譲マンション共用部分の改良工事等に対する補助制度

l アド1 ,
改良工 ｜

｜ イザー
事助成 ｜

I 派遣

地方公共
団体名

制度名 助成概要 担当課 電話番号

北海道 ｜ 札幌市 ｜ 0 

宮城県 ｜ 仙台市 ｜ 。

パυアフリー整備に対する融資のあっせん、利子補給（上限2.000
｜ 障がい福祉課

万円ハ件、原則として無利子）。
福祉のまちづくり施設整備資金融資制度 0 11 ・2 1 1 -2936

民間建築物欧付｜才アスベスト除去等補助事
業 ｜ ［吹付けアスベスト等の分析調査や除去工事等を行う場合の補助。

0 ｜ 分譲マンション管理相談員派遣事業
東日本大震災により被災したマンションの復旧を支援するため、管
理組合等の会合に専門家を派遣（無料、相談時間2時間目安）。 ｜ 住環境整備課 I 022引 4-8323

2 アド）＼イザ一派遣の態様

l マンションの防災活動の促進を図るため、防災マ三ユアル作成に取
マンション防災マニュアル作成支援専門家 ｜ .<>. o I ｜ り組む管理組ロ等を支援するため専門家を派遣（無料、 相談時間2時
派遣事業 | 

1 間目安）。

｜ マンション管理についての専門知識を持ったマンション管理士等が
※ ｜ マンション管理相談 | ｜ 住宅課

｜ マンション管理に関する相談を受ける。

民間建築物吹付けアスベスト除去等事業補 ｜
｜ 欧付けアスベスト等の分析調査や除去工事等を行う場合の補助。 ｜建築総務課

助金 | 

民間建築物アスベスト対策事業補助金 ｜ 吹付けアスベスト等の分析調査や除去工事等を行う場合の補助。 ｜ 建築安全課 048・242-6367

埼玉県白

。

ま市

川口市 。

千葉県千葉市

我孫子
市

白井市

印西市

市浦安市市｜; ~ 

048-658-30 l 7 

048 829 1539 
多くの地方公共団体ではマンション管理士等の専

門家をアドバイザーとして派遣する事業に取り組ま

れていますが、昨年度に埼玉県で始まったように、

派遣する専門家に対して、あらかじめ、専門的な講

習の受講を義務付ける公共団体もあらわれています。

これにより、多岐にわたるマンション管理組合の

悩み事に対して、より充実した専門家からのアドバ

イスが期待できるようになるものと思われます。

管理規約の改正等について、情報提供や助言を行うアドバイザーを ｜ 住宅政策課
管理組合に無料で派遣。

0 ｜ 分譲マンシヨンアドバイザ一派遣 043 245 5849 

0 ｜ マンシヨン管理アドバイザ一派遣制度
管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、無料で ｜ 建築住宅課 住宅I I 04-71 85-1 1 1 1 
アドパイザーを派遣。 ｜ 担当

管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、 無料で ｜
｜ 建築指導課 I 047-492-1111 

アドバイザーを派遣。 I 

管理組合の適切な運曽及びマンショ ン管理を支援するため、無料で
｜ 建築指導課住宅班 I 0476-42-5 l 11 

マンション管理土を派遣。

0 ｜ マンシヨン管理アドバイザー派遣事業

0 ｜マンション管理士派遣事業

l 管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、無料で0 ｜マンシ ョ ン管理士派遣事業 | 
｜ マンション管理土を派遣。

｜ 分譲マンション共用部分等の良質化に資する改修工事を、市内の施 ｜ 住環境整備課
分譲マンション共用部分等あんしん住宅助 ｜

｜ 工業者を利用して行う場合に、その管理組合に対して、経費の一部
成制度 | 

l を助成。

l 管理組合が、共用部分の補修・改良工事などを行う資金を住宅金融
分譲集合住宅共用部分修繕等工事資金利子 ｜

｜ 支援機借や金融機関から借り入れた場合、 利子補給を行う（ 1 %椙当、
補給金制度 | 

I 10年以内）。

047 712 6325 

3 各種の補助制度を活用した共用部
分改良工事の資金準備

。 ｜分譲集合住宅管理アドバイザ一派遣制度
分譲住宅管理組合に対し、アドパイザーとしてマンション管理士を

｜住宅課
派遣し、無料で相談・アドバイスを実施。

（公財）マンション管理センターが運営するマンションみらいネット
に登録している管理組合に、登録の更新費用を助成（上限21.000 円） 。

住宅金融支援機惜のマンション共用部分リフォーム融資を利用して
共用部分のリフォーム工事を行う場合、 利子補給を行う（ 1%相当、 ｜ マンション課 I 03-5320・5004
7年以内）。

04フー351-1111

。 マンションみらいネット更新費補助金

東京都 ｜ 東京都

管理組合がマンションの共用部分の改良工事を行

う場合の補助制度を設けている地方公共団体もたく

さんあります。

補助の内容としては、 工事費への助成、住宅金融

支援機構等の融資を受ける場合の利子補給、融資を

受ける場合の債務保証料の補助、長期修繕計画作成

。 マンション改良工事助成

管理組合にアドバイザ を派遣し、良好忽維持管理を行うためのア l
0 ｜マンション管理アドバイザー制度 ｜ ドパイスを実施。 ｜ （公財）東京都防

｜ 災 ・建築まちづく I 03-5466-2 l 03 
0 ｜マンシヨン建替え ・ 改修アドバイザー制度 ｜ 管理組合にアドバイザーを派遣し、建替え、改修の検討に必要なア ｜ りセンター

ド｝＼イス、 検討資料の作成を実施。 ! 
千代田

区 I o I ｜マンシヨン安全・安心整備助成 共用階段の手すり設置、エレベーターの地震時管制運転装置の設置
等に対する助成。 （公財）まちみらい

I 03-3233-3223 
1 千代田

マンションの建替え ・ 維持管理等のまちづく り活動に対して、専門 ｜
家を派遣。 | 

0 ｜まちづくりアドバイザ一派遣制度
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｜特集 2 マンションの大規模修繕等に対する地方公共団体の補助制度 | 

地方公共 改良工
アドj¥ 

団体名 事助成
イザー 制度名 助成概要 担当課 電話番号
派遣

地方公共 改良工
アドパ

団体名 事助成
イザー 制度名 助成概要 担当課 電話番号
派遣

。 マンション建替え等検討調査費助成制度
概ね築30年を経過するマンショ ンの建替え等検討調査費、 勉強会等
開催経費に対し、 費用の一部を助成（ 1 /3で、かつ上限 100万円） 。

。 一級建築士派遣
分譲マンションの大規模修繕について助言等を行う一級建築士を無
料で派遣。

。 マンション計画修繕調査費助成
築8年を経過し建物の給排水設備等に関する調査委託経費及び長期
修繕計画作成経費の一部を助成（ l /2 かつ上限50万円）。

世田谷
。 環境配慮型住宅リノベーション補助事業

環境配慮型住宅りノベーション工事を行った際、経費の l 0% まで、 住宅課
03-5432-2499 

区 かつ上限額20万円まで補助。 住宅再生 ・ 支援

住宅金融支援機構かうの融資を受け、（公財）マンション管理センター
。 マンション修繕工事の債務保証料助成制度 に債務保証を委託した管理組合に対し、債務保証料の 50%～ 100%

目黒区 。 住宅修築資金融資あっせん（団体融資）
共用部分の修繕等をするために資金が必要な万に、金融機関による 住宅課

03-5722-9878 
低利の融資をあっせん。 居住支援係

で、 かつ、 上限50万円を助成。

中央区
。 マンション管理士派遣 分譲マンションの維持管理大規模修繕 ・ 建替えなどについて助言・

提案等を行うマンション管理士を管理組合の総会等に無料で派遣。 （一財）

（公財）東京都防災 建築まちづくりセンタ一実施のアドパイザ一派
中央区都市整備公 03-3561-5191 

。 分譲マンションアドj fイザー制度利用助成
遣に要する費用の助成。

社

。 共同住宅等生活安全（防犯）アドバイザ一派 共同住宅に対して防犯対策の助言・提案等を行う防犯アドバイザー 危機管理課危機管 03-3546-5087 
遣 を派遣。 理係

住宅金融支援機構の融資を利用して行うマンション共用部分の修繕

分譲マンション共用部分リフォームローン
工事に対し、 （公財）マンション管理センターの債務保証料を限度額

。

保証料助成 の範囲内で助成。 助成額は、債務保証に要する保証料の額以内、
10.500 円 ／戸、ア0万円のいすれか低い額（都の利子補給制度との

杉並区 。 住宅修築資金融資あっせん
自己所有住宅（マンション共用部分を含む）の修繕等のために資金が
必要な方に融資をあっせん。

。
分譲マンション建替え改修アドバイザー （公財）東京都防災 建築まちづくりセンター実施の 「分譲マンシ ョ 住宅課 03-3312-21 l l 
制度助成 ン建替え・改修アドバイザー制度」利用に要する費用の助成。 管理係 （内3533)

。
マンション管理アドバイザー制度利用助成 （公財）東京都防災 ・ 建築まちっくりセンター実施の 「分譲マンシ ョ
制度 ン管理アドバイザ一派遣」利用に要する費用の助成。

豊島区 。 分譲マンション建替え・改修アドバイザー 「東京都分譲マンション建替え改修ア山内町利用し ［
制度利用助成 建替えか改修かの検討を行う際、 派遣料の3分の2を助成。

。 マンション専門家派遣事業
マンションの管理組合運営芯どについて助言等を行うマンション管

マンション担当課 03-3981-1 385 
理士を無料で派遣。

併用可能）。

分譲マンション管理組合による適切芯維持管理や防災対策を推進す （ー財）
。 分譲マンション共用部分改修費用助成制度 るため、 共用部分の修繕工事や防災対策工事を行う場合に、設計費 中央区都市整備公 03-3561-5191 

用や工事費用の一部を助成。 社

。 分譲マンション計画修繕調査費助成制度 管理組合が、 大規模修繕を計画的に取り組むため専門調査業者に委
託した場合の、調査費の一部を助成。

。 分譲マンション管理相談 適切な維持管理を促進するため、建築土事務所協会及びマンション
管理士会の協力を得て、建物の修繕計画や管理に関する相談に応じる。

。 分譲マンション計画修繕調査費助成
マンションの管理組合を対象に長期修繕計画の作成や大規模修繕工
事のために行う建物診断費用の一部を助成。

大田区 。 欣付けアスベスト分析調査費助成 欧付けアスベス トの分析調査を行う場合の補助。 03-5744・ 1383

。
住宅リフオーム助成（吹付アスベス ト除去 個人や分譲マンションの区分所有者が、 バリアフリー化等のりフォ 建築調整課

工事） ム工事、アスベスト除去等の工事を行う場合、工事費用の一部を助成。
03-5744-1343 

中野区
分譲マンション耐震化アドバイザー等利用

「耐震診断の必要性のアドバイスJ 及び 「耐震改修工事が必要となっ
建築分野耐震化

。
助成制度

た場合の工事全般に係るアドバイスJ を専門家が行う場合の派遣費
促進担当

03-3228-5576 
用を助成。

港区 管理組合が、住宅金融支援機構の融資を利用して行うマンション共

。 分譲マンション共用部分リフォーム融資の 用部分の修繕工事に対し、 （公財）マンション管理センターの債務保
債務保証料助成 証料の一部を助成。 助成額は、債務保証に要する保証料の額以内で

助成限度額は 150万円（都の利子補給制度との併用可能）。 都市計画課
03・3578-2111

マンションの建醤えについて、区分所有者の合意形成を円滑に進め
住宅支援係

分譲マンション建替え支援（コンサルタン。 。

ト派遣劣化診断等費用一部助成）
るためにコンサルタント派遣やマンションの老朽化の度合いを調べ
る劣化診断に要する費用等を助成。

新宿区
。 マンション管理相談員派遣制度

分譲マンションの管理組合芯どを対象に、総会 理事会 ・ 各種専門
住宅課 03-5273 ” 3567 

委員会主主ど区分所有者が集まる場へ、無料で専門家を派遣。

。 吹付けアスベスト対策費助成金 欧付けアスベスト等の含有調査や除去工事等を行う場合の補助。 建築調整課 03・5273-4268

。 擁壁及びがけ改修等コンサルタン卜派遣制 高さ l .5m以上の擁壁等について安全な擁壁への改修等を検討する
度 場合に、所有者等にアドバイスを行うコンサルタン トを派遣。

。 擁壁及びがけ改修等支援事業
擁壁等の所有者等が安全な擁壁への改修等を実施する場合、改修等

建築指導課 03-5273-3745 
工事費に助成。

。 新宿区エレベーター防災対策改修支援事業
既設エレベーターに防災対策改修を行う所有者に対して、工事費の
一部を助成。

文京区
。 マンションアドバイザー制度利用助成

（公財）東京都防災 ・ 建築まちづくりセンター実施のアドバイザ一派
遣に要する費用の助成。

北区
。 分譲マンション管理相談

管理組合の運営方法や建替問題芯どについてマンション管理士の専
門的見地からのアドパイスを無料で利用。

住宅課 03-3908-920 l 
。 マンション劣化診断調査費用助成

マンションの老朽度調査（劣化診断）を行う管理組合に対し、費用の
一部を助成。

。 集合住宅 省エネコンサルタン 卜の派遣
設備の運用改善や改修、あるいは合意形成過程での悩みなどにアド
パイスをする省エネコンサルタントを派遣

環境課 03-3908-8603 
。 新エネルギー及び省エネルギー機器等導入 太陽光発電システムや LED照明器具等といった、新エネルギー及び

助成 省エネルギー機器導入の費用を一部助成。

板橋区
分譲マンション大規模修繕アドバイザー派

管理組合に対し、マンション管理士や建築士を派遣し、 大規模修繕
。

遣制度
に係る技術的支援や、大規模修繕を行うために必要忽「区分所有者 住宅政策課 03 3579-21 86 
の合意形成」に係る助言等を行う。

荒川区
。 住宅I首修築資金融資あっせん

自宅や分譲マンションの共用部分の改修工事を行う場合、融資の斡旋、
防災街づくり推進 03-3802-3 l l 1 利子補給を行う。

分譲マンションの管理組合運営などについて助言等を行う専門家（マ
課

。 まちづくりコンサルタン卜派遣制度
ンション管理士等）を無料で派遣。

管理建築相談係

練馬区
分譲マンション等の共同住宅（床面積 l ,OOOni以上）の共用部分をパ

建築課
。 福祉のまちづくり整備助成

リアフリー化する改修費用の一部を助成。
福祉のまちづくり 03-5984-l 649 
係

。 マンション管理士派遣 分譲マンションの維持管理大規模修繕 ・建替えなどについて助言・
住環境課 03-5803-1374 

提案等を行うマンション管理士を管理組合の総会等に無料で派遣。
。 分譲マンションアドバイザー制度利用助成

（公財）東京都防災建築まちづくりセンタ一実施のア ドバイザ一派 住宅課
03-5984-l 289 

遣に要する費用の助成。 管理係

。 分譲マンション管理個別相談 マンションの管理上の様々な問題について、経験豊富なマンション
管理士がアドバイスする。

定立区
。 住まいの改良助成

共用部分の段差解消や手すり設置に対し、工事金額（税抜）の20% （上 住宅課
03-3880-5963 

限30万円）を助成。 住宅計画係

台東区
。 マンション計画修繕調査費助成 計画修繕のための調査費用の助成（調査費の 1 /3 か助成限度額（ 19

万円～67万円）のいザれか少ない額）。
。 分譲マンション管理アドバイザ一派遣制度

分譲マンションの適正な維持管理や改修 ・ 建替え等を支援するため、

マンショ ン管理士を管理組合lこ派遣し、 相談に応じる。

。 住宅修繕資金融資あっせん 住宅の修繕 ・ リフォームに必要な資金の融資を金融機関にあっせんし、
利子の一部を区が負担。

葛飾区
。 分譲マンションアドバイザー制度利用助成

（公財）東京都防災 ・ 建築まちづくりセンター実施のアドバイザ一派
住環境整備課 03-5654-8352 

遣に要する費用の助成。

。 マンションアドバイザ一利用助成制度 （公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザ一派
住宅課 03-5246-1 21 7 

遣に要する費用の助成。

多摩市
。 住宅アドバイザ一派遣制度

分譲マンショ ンの管理組合が抱えている問題（長期修繕計画、建替え、 都市計画課
042-338-68 l 7 

管理規約等）に対して、ア ドバイザーを派遣する（ 5固までは無料）。 住宅担当

。 マンション共用部分パリアフリー化支媛助 マンシヨン（非木造耐火建築物）の共用部分のパυアフリー化工事
成制度 を行う場合に、費用の 1 /3以内、かつ上限50万円を助成。

。 マンション管理修繕相談員派遣制度 日常の維持管理や修繕について相談できる専門的知識を有する相談
員（マンシ ョ ン管理士又は一級建築士）を、理事会勉強会等に派遣

神奈川 神奈川 。 マンション管理相談（無料）
マンション管理ア ドバイザーを派遣し、 管理組合の運営等の相談に

（公社）か主主がわ住 045-664-6896 県 県 対応

マンション管理アドパイザーを派遣し、 共用部分の劣化状況等につ
まいまちづくり協

。 マンション管理専門相談（有料）
いて簡易的な診断を行う（有料） 。

~ 

墨田区 大規模修繕を考えている建築後5年以上経過したマンションの管理
。 。 分譲マンション計画修繕調査支媛制度 組合に対し、 計画的に行う修繕のための事前調査を実施する際の調

横浜市 。 マンション・アドバイザー派遣事業
分譲マンションの適正な維持管理や改修 ・ 建替え等を支援するため、

住宅再生課 045 671 2954 
マンション管理士を管理組合に派遣し、 相談に応じる。

査費の一部を助成。 アドバイザーによる助言を受けるにとも可能。

住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資を利用して
住宅課 03-5608・6215。 分譲マンションリフォームローン償還助成 共用部分のリフォーム工事を行う管理組合lζ対し利子補給を行う（ lo/a

相当、ア年以内、都の利子補給制度と併用可能）。

。 マンション再生支援事業（検討費助成）
マンション管理組合がマンション再生活動（大規模改修や建替えに関

045-671-4083 
する検討）を行う際に要する費用の一部を補助。

。 マンション バリアフリー化等支援事業
分譲マンショ ンについて、廊下階段忽ど共用部分の段差解消等の

045-67 ト2954
バリアフリー整備費用の一部を補助。

。 分譲マンションアドバイザー制度利用助成 （公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザ一派
遣に要する費用の助成。

江東区 住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資を利用して

。
マンション共用部分リフオーム支援利子 共用部分のリフォーム工事を行う管理組合等に対し利子補給を行う
補給制度 ( 1 %相当、耐震改修又l志アスベスト除去工事の場合｜芯 1.5%相当、

5年以内、都の利子補給制度と併用可能）。

。 マンション計画修繕調査支援制度 建築後ア年以上経過したマンションの管理組合に対し、 計画修繕の 住宅課
ための調査費用を助成。 住宅指導係

03・3647-9473

。 マンション建替え改修アドバイザー派遣 （公財）東京都防災建築まちづくりセンター実施のアドバイザ一派
制度 遣に要する費用の助成。

。 マンション管理アドバイザ一派遣制度 、 （公財）東京都防災－建築まちづくりセンター実施のアドバイザ一派
遣に要する費用の助成。

品川区
。 住宅改善工事助成（マンシヨン管理組合用） マンション管理組合が共用部分のバリアフリー化等を行う場合に、

03駒5742-6777
工事費用を一部助成（工事費用の 10%、 100万円限度） 。 都市計画課

。 マンシ ョ ン耐震診断支援事業
マンションの耐震診断について、予備診断（簡易診断）及び本診断（精
密診断）を補助

建築防災課 045-671 -2943 
。 マンション耐震改修促進事業

耐震改修を実施するマンション管理組合に対して、耐震改修設計費、
耐震改修工事費忍び耐震改修工事に係る工事監理費の一部を補助

川崎市 段差解消工事等に要する費用に 1 /3 を乗じて得た額。 ただし、助成
。 マンション段差解消工事等費用助成制度 決定組合の住戸数に 10.000円を乗じて得た額及び予算の範囲内を 住宅整備課 044-200-2997 

限度。

。 住まいアドバイザ一派遣制度
分譲マンションの管理組合の運営等について、 窓口相談のうえ、現 （ー財）） ｜｜崎市

044-21 ト785 1
地相談が必要と確認されたものについてア ドバイザーを派遣。 まちづくり公社

相模原 分譲マンションの管理組合芯どの自主的な取組みを支援するため、

市 。 分譲マンショ ンアドバイサ一派遣制度 管理組合の設立管理規約の見直し大規模修繕改修や建替え等
建築指導課について、専門家が現地に赴いてアドパイスを実施。
建築安全班

042-769-8252 

。 個人住宅吹き付けアスベスト対策費補助
マンションの共用部分のアスベストの含有量調査と除去工事を行う
管理組合に補助金を交付。

。 マンション管理士派遣 分譲マンションの維持管理組合運営などについて助言等を行うマ 住宅運営担当

ンション管理土を無料で派遣。
新潟県 新潟市

。 マンション共用部分バリアフリー化支援事 分譲マンションの管理組合に対し、共用部分における傾斜路の設置
住環境政策課 0~5-226-281 3 

業 などのパυアフリー化工事費の一部を補助。
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地方公共 改良工
ア ドJi.
イザー 制度名 助成概要 担当課 電話番号

団体名 事助成
病重

愛知県 愛知県 。 マンシ ョ ン管理士派遣事業 住宅計画課 052-954-6569 

名古屋
管理規約や長期修繕計画等の見直しのための学習会に、 マンシ ョ ン

。 マンシ ョ ン管理士派遣事業 管理土を派遣
市

個々のマンショ ン管理組合の課題に応じた助言や管理組合による勉 住宅企画課 052-972-2960 

。 分譲マンション専門家派遣事業 強会等での講師を行うため、 マンシ ョン管理に関する専門家である
マンショ ン管理士を無料で派遣

福井県 福井市
。

共同住宅リフオーム補助（まち芯か住まい 既存共同住宅を良質芯共同住宅にリフォームする場合に、 外観改修、
住宅政策課 0776-20-5570 

支援事業） 工レベータ設置等の工事について補助。

京都府 京都市
。

分譲マンション共用部分パりアフリー改修 分譲マンシ ョ ンの共用部分のパリアフリー改修に係る工事費の一部
住宅政策課 075 222 3666 

助成事業 を補助。

。
分譲マンション建て替え 大規模修繕アド 大規模修繕や建替え等の各段階で実施すべきことや課題項目につい

075・744-1670
パイザ一派遣制度 てアドバイザーが各管理組合かうの相談に応じます。

京（みやこ）安心す
安全で安心して住み続けることができる 「すまいづくり」を進める まいセンター

。 すまいスクール出張版 ため、 日頃からセンターの相談業務に対応している専門家を派遣し
ます。

大阪府 大阪府
。 相談アドパイザーの派遣

マンショ ンの適正な管理運営、計画的な修繕 ・ 改修や建替え等の相
大阪府住宅供給公 06-7669-0012 談に応じる専門家を派遣（原則2回まで無料）。

建物診断調査や耐震診断、修繕 ・ 改修計画、 建替え計画の検討等を
社 マンシ ョ ン建

。 実務アドバイザーの派遣
行う専門家を紹介（有料）。

替相談グループ

大阪市 建替えや計画的な修繕、 省エネルギー改修の実施を検討する場合に、
大阪市立住まい情

。 分譲マンションアドパイザ一派遣制度 専門家が赴き、 検討する際のポイントや基礎知識についてのアド， r:.
報センター

06-6242-1 1 77 

イス

。 分譲マンション長期修繕計画作成助成制度
管理組合が長期修繕計画の作成を専門家に委託する費用に対して助
成

。 分譲マンション耐震改修検討費助成制度
管理組合が耐震改修の合意形成支援を専門家に委託する費用に対し

住宅政策課 06 6208 9224 
て助成

。 分譲マンション建替検討費助成制度
建替えに向けた検討の初期段階での合意形成を進めるために行う、
基礎的芯調査や検討に要する費用に対して助成

堺市 分譲マンシ ョ ンの建替えを円滑に進めるため、管理組合が建替え計
。 分譲マンシ ョ ン建替え支援制度 画立案を行う活動でア ドバイザーを活用する際に必要となる経費の 住宅まちづくり課 072-228-821 5 

一部を補助。

兵庫県 兵庫県
。 人生80年いきいき住宅助成事業

共用部分のバリアフυ －化工事費の助成（補助率 1 /3、限度額 100
都市政策課

078・34 1 -7711

万円／棟） 。 （内 4729 )

マンシ ョ ンの適正な管理運営、 計画的な修繕 ・ 建替、パリアフリー
ひょ うご住まい

。 マンションア ドバイザ一派遣事業 化等の勉強会等に専門家のアドバイザーを派遣（原則として 1 組合 1
サポートセンター

078-360-2536 
回）。

神戸市
。 マンション管理ア ドパイザ一派遣制度

マンシヨンの維持 ・ 管理についての広範な知識と経験を有する管理
アドバイザーを派遣。

マンションバリアフリーアドバイザ一派遣
バリアフ リー改修lこ向けて新たにエレベーター設置を検討する際の

神戸市すまいの
。

制度
情報提供、調査 検討等を支援するために「｝＼りアフリーア ドH.イザー」

安心支援センター
078-222-01 86 

（建築士）を派遣。

。 共同住宅バリアフリー改修補助事業
共同住宅の階段に手すりやスロープなどの、共用部分のバリアフリー
化を進めるための工事費の一部を補助。

姫路市 。 住宅改造費助成事業 共同住宅の共用部分に係る改造工事について 100万円を上限に助成。 住宅課 079-221-2637 

尼崎市
分譲マンショ ン共用部分バリアフ lj －化助

高齢者等が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送るため、分
住宅 住まいづく

。
成事業

譲マンションの共用部分のバリアフ リー化工事に要する経費の一部
り支援課

06 6489 6608 

を支援

西宮市 。 住宅改造助成事業
入居者の高齢化に備えて、 分譲マンシ ョ ンの共用部分をバリアフリー すまいづく り推進

0798 35 3771 
化する場合、改造工事に要する費用の一部を助成 課

芦屋市 。 分譲共同住宅共用部分バリアフリー化助成 分譲共同住宅の階段等に手すりや段差解消のスロープを設置するなど、
住宅課 0797・38-272 1

事業 共用部分のバリアフリー化を進めるための工事費の一部を助成

伊丹市
。 分譲共同住宅共用部分バリアフリー化助成 分譲共同住宅の階段等に手すりや段差解消のスロープを設置する芯ど、

住宅政策課 072・784・8069
事業 共用部分のパリアフ リー化を進めるための工事費の一部を助成

宝塚市 。 住宅改造資金助成制度（分譲共同住宅の共 分譲共同住宅の階段等に手すりや段差解消のスロープを設置するなど、
用部分対象） 共用部分のバリアフリー化を進めるための工事費の一部を助成

住まい政策課 0797-77-2018 
。 マンシ ョ ン管理アドバイザ一派遣事業

管理等に関する悩みに答えるため、マンション管理士などの専門資
格をもっアドバイザーを派遣

川西市 。 住宅改造費助成事業 分譲共同住宅の共用部分の一定の工事を含むバリアフリー化工事を
長寿介護保険課 072-740-1148 

行う場合、工事費の3分の 1 （限度額 100万円）を助成

篠山市
人生80年いきいき住宅助成事業（共同住

共用部分を高齢者や障害者をはじめ、 誰もが住みやすく怒るように、
。

宅（分譲）共用型）
パリアフリー改造をしたい場合に工事費の3分の 1 （限度額 1 00万円） 地域福祉課 079-552-5346 

を助成

福岡県 福岡市 。 マンシ ョ ン管理士派遣事業
管理組合にマンシ ョ ン管理士を無料で派遣し、マンション管理に関

住宅計画課 092-711-4598 
する相談に対応。

北九州 。 マンション管理士派遣事業
管理組合の様々な相談に現地で対応するためマンシ ョ ン管理士を派

住宅計画課 093-582-2592 
市 遣

熊本県 熊本市
。 マンシ ョ ン管理士派遣事業

管理組合の目立的運営や適切な管理を支援、 マンシ ョ ンの良好な居
建築計画課 096-328-2438 

住環境の確保を図るため、 マンシ ョ ン管理士を派遣。

鹿児島 鹿児島
。 分譲マンシ ョ ンア ドパイザ一派遣事業

マンショ ンの適正芯維持管理や改修建替えを支援するため、マンショ
建築指導課 099-21 6-1 357 

県 市 ンアドバイザーを管理組合に派遣

（注）崎玉県の「マンショ ン管理相談j 事業は、 「埼玉県分譲マンショ ンア ドバイザー登録制度実胞要項J に基づいて登録を受けたアドバイザーの中から、各管理組合が個々にアドバイザー業務
の契約を結ぶものです。
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［インフォメーシヨン l
[ 積立組合代表者さまあて各種送付物の送付先変更ωて l 

～マンシヨン管理会社への送付が可能になりました～ _....4 

機構等から送付する書類については、 原則として（通常の場合） 、 届け出られた管理組合の代表者の方 （理事長等）
あてに送付いた しま す。
ただし、「送付先指定 （変更 ・中止） 依頼書j をご提出いただく こ とに よ り、各種書類の送付先を管理組合の代表者

の方 （理事長等）から管理会社に変更する こと ができ ま す。

E霊童留置置..  璽E

国常の場合】

機構

みずほ銀行

－積立用書類
・発行通知書
．利払通知書
・残高証明書
－登録内容の変更手続完了のお知らせ
．満期償還に関する事前案内

（苦言託 に ・買入計算書
証券部

【送付築指定依頼書をご提出いただいた場合】

機構

－積立用書類
・発行通知書

E二 ・利払通知書
－残高証明書
・登録内容の変更手続完了のお知らせ
．満期償還に関する事前案内

二〉

みずほ銀行
（事務受託

銀行） 己 買入計算書 >
証券部

※マンション管理情報誌「マンション情報 BOX」 は送付先変更の対象外です。

>

>

C二ゴ＞

0送付先の指定方法 （送付先を管理会社に変更する場合又は指定内容を変更する場合）

管理組合
（代表者）

管理組合
（代表者）

「送付先指定（変更・中止）依頼書」 （注） を、 機構住宅債券事務セ ンタ ーあてに郵送にてご提出ください。

干112-8570 東京都文京区後楽1 丁目4番 10号住宅金融支援機構住宅債券事務センター

毎月 15 日 ま でに送付 （消印有効） 、 かつ 20 日 （土 日 ・ 祝日に当たる場合は前営業日） ま でに機構住宅債券事務セ ンタ ーに到着 し、
同日ま でに不備なく 処理が完了した翌月の送付物から送付先が変更さ れます。
（注）「送付先指定（変更 ・中止） 依頼書」は、 機構のホームペー ジ（http://www.jhf. go.jp/customer/kanri/topics_20150410.html )

を ご参照の上、 書式をダウンロ ー ド してご使用くださし、

《重要》送付先指定に当たってのお願い及び留意事項
① 「送付先指定（変更 ・中止）依頼書J の ご提出に当たっては、 送付先として指定する管理会社の了解を得ていただくようお
願いしま す。

② ご提出いただいた「送付先指定（変更 ・中止）依頼書」の届出内容（送付先及び送付先件ー所）に変更があっ た場合には、
直ちに変更後の内容を同依頼書により届出 ください。
※「送付先指定（変更 ・ 中止）依頼書j の ご提出後に代表者の方の変更があった場合、「送付先指定（変更 ・中止）依頼書」
の再提出は不要ですが、 「登録内容の変更届出書 （元利金自動振込依頼書兼用） J に よ る変更手続は必要です（代表者変更
手続については、 機構のホームページ（http://www.jhf.go.jp/ customer /kanri/smile_henkou.html）をご覧くださ い。 ） 。

③ 指定できる送付先は、 l つの積立組合（積立組合番号）につき l 箇所です。
④ 同ーの積立組合（積立組合番号）が複数の積立てを行っている場合においても 、 「送付先指定（変更 ・ 中止） 依頼書」を l
部ご提出いただくこ と に よ り、すべての積立てに係る送付先が変更と なり ます。

⑤ 送付先を指定する対象書類については、「全ての書類」 ま たは「残高証明書及び買入計算書のみ」 の選択が可能です。 なお 、
いずれの場合においても、マンション管理情報誌「マンシヨン情報B 0 X 」 は引 き続き積立組合の代表者の方 （理事長等）
あてに送付 し ま す。

⑥ ご提出に当たっては、「本件について万が一将来紛議が生じま しでも、機構及び事務受託銀行は責任を負わなはこ とを確認
しま す。 」等について承認いただくことになります 。 詳細は 「送付先指定（変更 ・ 中止）依頼書J の（承認条項） をご確認ください。
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住宅金融支援機構の融資を活用した改修事例 ( 

マンション再生協議会のご案内 大規模改修・耐震改修事例には、以下のような、住宅金融支援機構の融資を有効に活用し再生した事例も数多

く掲載しています。

事例番号 A-013 

耐久性耐用性
環境・

耐震』｜主 防災性 高齢者対応 その他
工事対象 省エネルギー性

。 。 。 。 。

給排水管更新工事
・耐久性 耐用性給排水管の更新、埋設給水管は耐震性に強いPE管、ピット内は口ーコストの

HIV管、縦管はSUS管を使用

・環境・省エネルギー性 開口部改修（ペア力、ラス用のサッシに交換）
工事内容 性能向上工事 玄関扉取替（高断熱、二重錠付に交換）

－耐震性 玄関扉取替（耐震ヒンジ付に交換）

下記費用・工期に ・高齢者対応 建物内階段に手摺（2006年）、工ントランス階段にスロープと手摺（2012年）
含まれない工事 ・その他 駐車場増設（計3回）

給排水管更新工事 約 197 , 000干円 工事期間

費用・工期
性能向上工事

約554,000千円
工事期間

（住宅金融支援機構借入：200,000干円）

実施時期
給排水管更新工事 平成21 年（2009年） 実施時築後年数 30年

性能向よ工事 平成24年（2012年） 実施時築後年数 33年

所在地 埼玉県坂戸市

建築時期 昭和54年（ 1979年）竣工

階数・棟数 地上2階・ 5階・ 14階建 34棟 戸数 889戸

建物の概要 敷地面積 延床面積 59.526m2 

構造 鉄筋コンクリ一卜造、プレキャストコンクリー卜造、鉄骨鉄筋コンクリート造

その他

• RC2階建5棟、 PC5階建21 棟、 RC5階建2棟、 RC8階建3棟、 S円Cl4階建3棟という建築規模別に 13バター
ンの宮繕計画を策定
－内部の建築、金融、法律の専門家が、外部のコンサルタントを活用
・規模の大きな管理組合を組織的に運宮している

特徴 ＜給排水管更新工事＞
・長期修繕計画の予定に則り実施、修繕積立金を充当
く性能向上工事＞
・住宅工コポイントの延長や消費税増税を考慮し、平成21 年（2009年）から準備開始
・長期修繕計画を前倒しし、東日本大震災前に決定できたことで、工コポイントを得、コストダウンもできた

活用助成制度 ・住宅工コポイント（49,750干円）

平成 14年 プロジ‘工ク卜を立ち上げ、建築後60年以上快適に暮5せる計画作りに着手
平成 15年 中長期宮繕計画を改訂、以後5年毎の見直しを義務付け
平成 18年 建物内階段室に手摺設置

経緯
平成20年 第 1 回計画見直しで、修繕積立金の値上げと、 2035年まで値上げしない計画に見直し
平成21 年 給排水管更新
平成24年 性能向上工事、工ントランス階段にスロープと手摺設置
平成25年 屋根付き駐輪場を整備
平成29年 IH ヒーター対応（予定）

マンション再生協議会は、改修、建替え等のマンション再生に取り組む管理組合やマンション建替組合等を支
援するために設立された団体です。

国土交通省や地方公共団体から提供された最新の行政ニュースや関係法令等の情報のイ也、過去のマンション再
生事例や地方公共団体の相談窓口等、マンション再生に有用な各種情報を発信しています。

l マンション再生協議会ホームページ | 

ー地方公共団体相談窓口等

｜地域を選んで下さい〉｜

砕その他の団体のキ医炎窓口

’マンション関連セミナ」等

｜地域を選んで下さい〉｜

改修事例

砕大規模改修・耐震改修事f?i] - 1

－大規模改修・耐震c!H母事例 － 2

b 特徴あるcP11彦事例

建替え事例

b 建替j去による建替え事例

ーその他の建替え事例

ー明1設置ちる建替え事／91]

ー被災マンション法適用事j91J

ー耐震改修概要

’助成事l腔

ー耐震時f彦事例

険組織目IJ （行政縦関・公益法人等〉

マンション再生協議会は、 E立｛母、 建替え筈のマン、二ノヨン再生に取リ組も管理組合やマン：／＝！ン
建問暗黙支捺するた時間祖国目玉i金目、材開横浜国立大r拷教授〉
0行政ニュースでは、国土交通省や地方公共団体発のマンション再
生関連ニユ？スを掲韓いたします。

地方公共団体のと入会を受付材ております。『こちら』をと覧の上、

ご連絡をお持ちしております。

置軍連覇覇轟欝積層轄甥鍔聾親離電彊~室IIEmm9

151026 国土交通省は、 『マンションの管理の適正化に関する指針』及び 『マ《

ンション標準管理規約』の改正｛案） I<:関するパブリックコメント
（意見公募） を、平成27年10月 21 日付で開始しました。 (11 月 19

日まで｝

15伺14 平成27年10月旧から10月 31 固まで、平成27年度『往生活居間E が

実施されます。

関係行事については、以下よりと覧ください0

．住生活月間オフィシャルサイト

・乎成27年度東京都住生活月間行事の開催について
（マンション再生協議会サイト内）

－全国のマジショシ関連セミナ ・東京都のマンション関連セミ
ナー

関係法令・マニュアル等

関連書式等

支援制度等

マンション再生協議会
千105-0田1

烹京都港区虚ノ門
一丁目 19;醤10号
第6セントラjレピjレ2脂

〈案内図〉
〈公益宇土団法人〉

全国市街地再開発協会内
TEL:03-3591-2363 

FAX:03-l591-2456 
mail:m-saisei@uraja.or.jp 

匝霊童翠車mml盟関購離職翻困層麗趨園田園間

、J

151014大規箆改修 ・耐震改修事倒ー l K. 2事例詳細を追加む、詳細の公開事〈
例が51 ；事倒になりました。

150928大規模改修 ・耐震改修事例一 l IL 2事例詳細を追加しました， II 

その他の建賛え事倒に 1 ；事例詳細を追加仏詳細の公開事例が40事例，）l
になりました。

協議会について

く相談窓口へのリンク〉

マンション再生協議会は、虎ノ門一丁目地区市街地再現発事業に伴い1 1月25日川益も百七ムー紛争峰瑚セ~ー
より事務所を移転します。 移転のお知らせ t新事務所アクセスマップ｝ , IIA 

I 1 1 .t.'ら住まll奇'T'イヤjι
く Zマンション再生の流れ』試行娠の公聞とと意見募集〉 Liii t.ll祷 0570・016骨100
マンション再生の事業の流れをヌ口ーチャートにじました。

亙式公聞を誌に、皆鎌からのご意毘を募集いたしますU

く新予I書籍紹介暫ヨl頒布のご案内〉
新マンショシ建替え法を解説した新刊書籍『新マンション建替え法逐条解 'I 
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｜ホームページの主なコンテンツ I 

① 行政ニュース

② マンション再生お役立ち情報

③ 関係法令・マニュアル等

④ 関連書式、支援制度等

⑤ 相談窓口情報

⑥ 関連セミナー

⑦ 再生事例集
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｜マンション再生協議会につωて | 
国土交通省や地方公共団体から提供されるマンション再生に関する最新二ユースを掲載

事務局 ： （公社）全国市街地再開発協会
所在地：〒 102-0075 東京都千代田区三番町 1-5 石油健保ビル2階

電話： 03-6265-6617 FAX : 03-6265-6692 

会員数： 193 （都道府県47、市区 83、公益法人等36、 NPO法人等 15、 学識経験者 12) 2015年 11 月現在

マンション再生に必要な情報を網羅した、各専門機関のホームページへのリンク集

国土交通省等から発信される法令や通達、ガイドライン、マニュアル等の最新版を掲載

マンション再生に係る告種支援制度や、建替え関連書式等を掲載

地方公共団体等の相談窓口をエリア別に掲載、専門家派遣制度や補助制度の紹介も
＜相談窓口、お問合せ＞

電話： 03-6265-6617 （平日 10 時～17 時）
メール： http:/I m-saisei.info/ ad vis er I mail sou dan.h tml 地方公共団体等が開催するマンション管理や再生に関するセミナー情報をエリア別に掲載

マンシヨンの改修・建替え等の週去の事例リストと具体的な詳細情報を掲載
＜マンション再生協議会Information>

配信申込： http:/I m-saisei.info/info/ mailinfo. ph p 
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（一財）住宅金融普及協会

住まいの管理手帳（マンション編）

のご案内

住まいは、いつでもきちんとお手入れして、点検し、修理することにより、老朽化を防ぎ、長い間、若々

しく快適な状態を保つことが出来ます。

マンションは、個人で所有している部分と、みんなで共有している部分が混在していますし、工レベー

ターや貯水槽、防災設備など設備も複雑です。更に上下、左右に別の住戸と接していますので、快適な

マンションライフを送るためには、それなりの配慮も必要です。「住まいの管理手帳（マンション編）J は、

マンションを楽しく前向きに管理していくためのガイドプ‘ックです。

24 

発売以来、 l O 0万部を超えるミリオンセラー図書で各方面でご活用いただいております。

自頃のお手入れは
とれ1冊でOK!

定価： 967 円（税込）送料別

(Web 注文割引価格 920 円（税込）送料別）

国マンシヨンは管理がいのち

い必 01） 管i'lls it
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A4版 143 頁でイラストを使い見やすく内容も充実！

｜ お問合せ先 ｜ 一般財団法人住宅金融普及協会 事業課

干 1 12-0014 東京都文京区関口ト24-2 関口町ビル

TEL 03-3260-7340 FAX 03-3260-7360 

住まいのポータルサイト http : I /www.sumai-info.com/ 

・・・・ 情報コーナー

’F 

v .. 
「マンションすま似 る積J に関する Q&A
このコーナーではマンションすまい・ る債の積立てのしくみについて、 管理組合の

みなさまかうのお問合せの多かもd事項について、 Q&Aにより解説します。
※手続の詳細や必要書示は、機構ホームページでもご確認いただけます。

Q1 代表者が毎年交代し問何か手続は必要ですか？
代表者が交代する度に、変更の届出が必要です。

その他、次のよう芯内容に変更があったときも変更の届出が必要となります。

・代表者以外の方（会計担当役員等の方や管理会社等）の連絡先 ・積立組合の名称・所在地

住宅金融支援機構

．届出印 ．元利金自動振込先口座など
必要書類の詳細については積立組合選定後に積立組合に送付する「マンションすまい・る債のしおり （積立手帳別冊） 」 に掲載して

いる他、機構のホームページにも掲載しています。 変更届出の書式（「登録内容の変更届出書」） の作成にあたっては、 Excel シー トへ
の入力による「登録内容の変更届出書簡易版作成ツール （Excel 版） J のご利用をお勧めします。 また、手書き用の書式をダウンロード
し、必要事項をご記入の上、手続きすることも可能です。 書式等につきましては、機構のホームページ（http://www.jhf.go.jp/customer/
kanri/smile_henkou_name.html) をご参照ください。 プリ ントアウトできない方は、住宅債券専用ダイヤル （49 ページ参照）にご連絡い
ただければ、お送りいたします。
なお、「登録内容の変更屑出書」の提出にあたりご、活用いただけるチェック リストを 36 ページに記載しておりますので、ご参照ください。

（ご注意）
「マンションすまい－る債J は、発行の都度、機構と代表者の方（理事長等）との聞で、積立ての意思確認を含めた諸手続を

行います。 また、発行時以外でも、残高証明書、利払通知書、債券発行通知書等、機構から代表者名を記載した重要なお知ら
せを代表者の方へと通知いたします。 機構に届出いただいた代表者の方が交代されている場合、新代表者の方への引継ぎ及び
機構へ代表者変更の届出が行われてい芯いと、重要なお知らせのご通知が遅延し、 各種手続が遅れる等、重大な支障が生じる
ことになりますので、お届けいただいている内容に変更があった都度、すみやかに変更の届出を行ってください。
なお、送付先指定依頼書を提出していただくことにより、書類の送付先を管理会社に指定することも可能です（21 ページ参照）。

※代表者の交代の際は、 「積立手帳」、「マンションすまい・る債のしおり（積立手帳別冊） 」、「残高証明書」、「利払通知書」、
「債券発行通知書」等を新代表者の方へ引き継いでいただきますようお願いします。

たとえば－－－
・元利金自動振込先口座の代表者変更手続を行っていないと、毎年2月 20 日にお支払する利息、中途換金（買入）時にお支
払する元金、経週利息及び満期償還金の送金手続に支障が生じます。
・代表者の変更手続を行っていないと、積立用書類や残高証明等、重要なお知うせが旧代表者氏名で作成されます。 また、送
付先も旧代表者の方あてとなりますので、新旧代表者間での書類の引渡し、連絡など、管理組合での事務負担が生じてしま

、 います。 また、その際に、書類の紛失などが起きる可能性もあります。

r 

、

Q2 積立手町屈町

すみやかに事務受託銀行であるみすぼ銀行証券部（TEL03-5252・6017）にご連絡ください。

積立手帳又は届出印を紛失された可能性がある場合、積立組合からの申出によ り 、 「取引停止j の手続を行います。 これにより、

中途換金や利息のお支払、元利金自動振込先口座等の変更手続を停止します（なお、「取引停止J 中でも 、積立ての継続は可能です。）。

積立手帳又は届出印が見つかった後は 「取引停止J を解除する必要があるため、すみやかにみずほ銀行証券部にご連絡ください。

また、どうしても積立手帳又は届出印が見つからない場合で、中途換金や代表者変更手続等が必要な場合は、手続前にみずほ銀

行証券部にご連絡願います。

今後の積立てに係る諸手続や買入手続において積立手帳や届出印はともに必要であり、とても重要なものです。 万一、盗難

や紛失があっても不正使用等が発生しないように、 積立手帳と届出印は別々に保管するなど厳重に保管願います。 また、代表

者交代時には遅滞なく新代表者の方に引き継いでいただくようよろしくお願いします。

、

_,J 

、

...J 
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Q3 積立途時立閣（積立額）の変更問ますか？

現在、積立てを行っている債券について積立ての途中での毎回の積立口数の変更はできません。 変更を希望さ

れる場合は、次回の募集において新たに応募を行っていただく必要があります（※） 。

【積立口数を増やす場合］ ［積立口数を減5す場合］

積立中止

二今｜・今後の積立て 、
．今後の積立てI ②増口分は新たに1 積立用書類は

積立て l 個別々
+} 

二今 ｜ ①現在の積立分は積吋中止

1 1~1 ①現在の積立分はいー闘に
継続 ｜一一ブノ ｜ ｜ご注意ください

I ’ I 継続積立て I 

②新たに応募した分のみ積立て

現在 増口後 現在 減口後

※積立組合の新規募集は毎年度 l 回を予定しており ます。 積立口数の増減をお考えの場合は、 各年度の応募受付期間中にご応募く

ださい。

（ご注意）

［積立口数を増やす場合］

－ 新たに応募される分については、 募集日数を超える応募により抽選となった場合は、 積立てを行えない可能性があります。

－ 新たに応募される分については、 積立てができるマンション管理組合の要件等が変更となる場合があります。 この場合、応募要

件に適合していないためご応募いただけない可能性があります。

－ 増口の場合の①継続＋②新規の積立額の合計は、原則として、マンション全体のl年当たりの修繕積立金額に、前年度決算に

おける修繕積立金会計の残高（定期的に積み立てた修繕積立金の残高や修繕積立基金の残高など修繕積立金会計の各科目の

残高の合計額から借入金を除いた額をいいます。）を加えた金額の範囲内となります。

－積立用書類は積立てを継続する分と新たに応募した分がそれぞれ別個に送付され、積立金の振込みについてもそれぞれ

別個に行う必要があります。

－積立てを継続する分と、新たに応募した分は別々に振り込んでいただきますので、振込手数料をそれぞれについて己負担
いただくことになります。

｛積立口数を減らす場合］

－ 新たに応募される分については、募集口数を超える応募により抽選となった場合は、積立てを行えない可能性があります。

－ 新たに応募される分については、 積立てができるマンション管理組合の要件等が変更となる場合があります。 この場合、応募要

件に適合していないためご応募いただけない可能性があります。

－ 積立てを中止する分についても、次回の積立用書類 （振込依頼書、申込証）は送付されますが、積立てを行わないでください。 なお、

これまで積み立てた債券については、 修繕工事のために買入れを行うことも 、 満期まで保有することもできます。

Q4 今後の積立組合の新規募集の時恥つになりますか？

来年度（平成 28 年度）の応募受付期間は未定です。

※参考 過去 3 年度における新規積立組合の応募受付期間

平成 25 年度 平成 25 年 5 月 20 日～平成 25 年 10 月 10 日

平成 26 年度 平成 26 年 4 月 23 日～平成 26 年 10 月 9 円

平成 27 年度 平成 27 年 4 月 28 日～平成 27 年 9 月 17 日

工

r 

l 

・・・・ 情報コーナー ｜

｜ご注意｜

－「マンションすまい－る債J の積立てに当たっては、機構が定めた各手続の期間内に所定の手続（①積立用書類の返送＋
②積立金の振込み）が完了しない場合、その積立手帳に係る積立ての権利を失います（他の積立手帳に係る積立ての権
利や新たな応募には支障はありません。） 。
必す①積立用書類の返送→②積立金の振込みの順で手続をお願いします。
① 積立用書類返送期間内に有効な積立用書類の提出（返送）がない積立金の振込みに対しては、債券発行を行わす、

積立組合へ通知すること芯く返金させていただきます。なお、返金に係る振込手数料は積立組合の負担となり、振
込手数料を控除して返金いたしますのでご了承願います。

② 積立用書類返送期間内に有効な積立用書類の提出（返送）があっても、積立金振込期間を経過した後の積立金の振
込みはお受けできません。 乙の場合、積立組合へお知らせすることなく、債券発行は行いません。

－積立金振込期間後の手続には一切応じられませんのでご注意願います。
－なお、書類の到着確認に関するお問合せには応じかねます。 期限には余裕をもってご送付くださいますよう、お願いい
たします。

－ 積立金の振込みを行った後は、「振込金受領書」（振込依頼書の右紙片）を振込みの証拠書類として積立組合で大切に保
管してください。 債券を積み立てるために振り込まれた振込金（申込証拠金）について、当該債券の発行日までの振込
金（申込証拠金）残高及び振込みに関する証明書は発行しません。

（所定の債券発行時券を発行した後、手続が完了し債券を発行した旨を記載した「発行通知書」州キ）を 1
機構かう積立組合の代表者の方のご自宅または積立組合が別途指定した管理会社に送うせていただきます。 / 

Qs 『マンションすまい・る債のしおり（積立手帳別冊）J を紛失した場合は、積立
組合に再送付しても5えますか？

申し訳ございませんが、 紛失された場合、積立組合に再送付することはできません。 お手数をおかけしますが、 機構

のホームページからダウンロードしてご覧ください（※）。

※現在、機構ホームページ（http://www.jhf.go.jp/ customer /kanri/ smile_shiori. html) からダウンロードできるのは、平成

27 年度募集分の積立組合の方に送付しているものです。 平成 26 年度以前募集分の積立組合の方に送付しているものは表紙の

デザインや記載内容が多少異なります。

（ご注意）
「マンションすまい ・ る債のしおり （積立手帳別冊）」は 「マンションすまい・る債」についての重要な事項をお知らせするもので、

各募集年度ごと、初同の積立ての際に、積立用書類と一緒に、登録いただいている積立組合の代表者の方（理事長等） または積立
組合が別途指定した管理会社へ送付しております。 こちらは債券の満期を迎えるまで、又は全ての債券の買入請求の手続を終える
まで必要になりますので、大切に保管してください。 また、再発行ができないため、代表者の方が交代された場合は、必ず新代表
者の方へ引継ぎを行ってください。

Qs 振込みを忘れて同ま吋今後積立てを継続問と問ますか？

「マンションすまい・る債」は継続積立てを前提とする制度ですので、 1 回でも振り込まれなかった場合は、とれ以降

の積立ての権利を失います。 ただし、改めて、 新規に応募することは可能です （Q4 参照）。

積立ての権利を失った場合でも、これまでに積み立てた債券については、満期時まで保有することができます。 また 、 保有

されている聞は利息を毎年お支払します。

（ご注意）
「振込依頼書」を含む積立用書類は毎年 l l 月（予定）に、 機構に届出いただいている代表者の方または積立組合が別途指定
した管理会社あてに送付しています。 代表者変更手続が必要な場合は、すみやかにみすぼ銀行 （事務受託銀行）証券部を通じ
て手続をおとりいただくようお願いいたします。

、

~ 
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Q7 満期が耐航時求（中途換金）する山できますか？

買入請求（中途換金）することは可能です。

第 1 回の積立の債券発行から l 年以上経過すれば買入請求ができます。 ただし、 以下の債券は買入請求できません。

－ 発行から 2 か月以内の債券（第 2 回～第 10 回の積立て）

－買入代金の支払日が満期償還月（発行から 10 年後の 2 月 ） となる債券

買入れは必ず 1 口 50 万円単位で行うこととなります （平成 14 年度以前の積立開始分は l 口 100 万円単位で行うこととなり

ま す。）。

買入れを行う債券は買入口数に応じて積立ての時期が古い債券からの順番となり ます。

買入手数料 ・ 振込手数料はかかりません。

詳 し くは、機構ホームページ（http://www.jhf.go.jp/ customer /kanri/ smile_outline.html #SUB7） をご覧ください。

Qa 残高証駒送付開変更政問きますか？

変更できます。 「残高証明書の送付時期変更届出書J と積立手帳（写し）をご提出ください。

残高証明書は、毎年 1 回、 積立組合があらかじめ登録した送付希望月の中旬に代表者の方 （理事長等） または積立組合が別途

指定した管理会社あてにハガキで送付しますので大切に保管してください。

積立組合の決算月が変更された場合など送付時期の変更を希望される場合には、 変更の届出が必要になります。届出書（「残高証

明書の送付時期変更届出書」） は、 機構のホームページ（http://www.jhf.go .jp/fi les/100052004 .pdf） からダウンロー ドすることがで

きますので、 プリ ン トアウトしてご利用ください。

プリ ントアウ トできない方は、住宅債券専用ダイヤル（49 ページ参照）にお問合せください。 届出書を送付させていただきます。

ご提出に当たっては「残高証明書の送付時期変更届出喜」 記載の注意事項をご確認願います。

発行する残高証明書には前月末の残高を表示しますので、 送付希望月は決算月の翌月をご指定いただくと便利です。 なお、残高

証明書は送付希望月の中旬に送付します。 それ以前の送付（上旬） については、ご希望に添えませんので、ご了承願います。

（例）決算月が3月の場合、残高証明書の送付月は4月をご指定ください（ 4月中旬に 3月末現在の残高証明書をご送付します。）。

Qg 残高証明書を紛失した場合や臨時の発行を希望する場合にはどのような手続をした5いいですか？

「残高証明書発行申請書J と積立手帳（写し）をご提出ください。

残高証明書を万一紛失された場合や臨時の発行を希望する場合には「残高証明書発行申請書」をご提出ください。 なお、手
続には 、 数日聞いただくことがあり ますので、 あらかじめご了承ください。 この場合の残高証明書はハガキではな く封書にて
送付し ます。

申請書は、 機構のホームページ （http:/I www .jhf.go.jp/ files/100052003.pdf） からダウンロードすることができますので、 プ
リン ト アウトしてご利用ください。

プリン ト アウ ト できない方は、 住宅債券専用ダイヤル（49 ページ参照）にお問合せください。 申請書を送付させていただき
ます。 ご提出にあたっては「残高証明書発行申請書」 記載の注意事項をご確認原固います。
積立手帳を紛失した場合は、 Q2 をご確認ください。

、
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Q10今問取利問定額を知快いのですが似淵算する…うか？

各年に購入した債券ごとに「一口当たりの受取利息額（税引後）×積立口数」を計算し、 合計するととで受取

利息額を求めることができます。

なお 、本債券の利息については、源泉分離課税が適用 と なり、所得税及び復興特別所得税の合計 15.3 15%並びに住民税 5 % （注）

の計 20.315% （平成 27 年 11 月現在の税率） 相当額を差しヲ ｜いた額（次ページ受取利息表の 「毎年の受取利息額（税引後） 」 を

ご指定の口座に振込みによりお支払します。

（注）平成 28 年 1 月の税制改正により住民税 （ 5 %）の特別徴収が廃止される予定です。 ま た 、 今後の税率等は、 変更され

る可能性があり ます。 詳しくは、最寄りの税務署等にお問合せください。

受取利息額の計算については、 応募年度により参照する受取利息表が異なりますので、 ご注意ください。

〈受取利息額 （税引後）の計算例〉

応募年度が平成 17 年度で、 平成 18 年 2 月に発行された債券を 10 口（500 万円）

積み立てているときに、平成 28 年 2 月 に受け取れる利息額について計算する場合

1 下表のうち 、 応募年度が平成 17 年度、債券発行年月が平成 18 年 2 月の箇所を見て、数字 （この場合は②） を確認する 。

2 次ペー ジ以降に掲載されている「マンションすまい ・ る債受取利息表」の②の表を確認する。

3 ②の表で利払月が平成 28 年 2 月の受取利息額（盤出盆） である 5,376 円を確認する 。

4 3 で確認した受取利息額 （並旦盆） は一口当たりの金額なので、 積立口数を乗じて実際の受取利息額を計算する 。

5,376 円× 10 口 ＝也笠盟国

応募年度別受取利息表対応一覧 （受取利息表は次ページをと覧ください）

応募年度
積立手帳番号 債券発行年月 （参考）
下 4桁 平成 18年2月平成 1 9年2月 平成 20年2月平成 21 年2月平成22年2月 平成23 年2月平成24年2月平成25年2月平成26年2月平成27年2月 1 口あたりの積立額

平成 12 年度 0011 ① ③ ① ⑦ ⑨ 一 一

平成 13 年度 0111 ① ③ ⑤ ⑦ ⑨ ⑪ 100 万円

平成14年度 0211 ① ③ ⑤ ⑦ ⑨ ⑪ ⑬ 

平成 15 年度 0312 ② ④ ⑥ ⑤ ⑩ ⑫ ⑬ ⑮ 

平成 16 年度 0412 ② ① ⑥ ⑨ ⑩ ⑫ ⑪ ⑮ ⑮ 

平成 17 年度 0512 ② ① ⑥ ⑥ ⑩ ⑫ ⑩ ⑮ ⑮ ⑪ 

平成 18 年度 0612 ④ ⑥ ③ ⑩ ⑫ ⑪ ⑮ ⑮ ⑪ 

平成 19 年度 0712 一 ⑥ ⑨ ⑩ ⑫ ⑬ ⑮ ⑮ ⑪ 

平成20 年度 0812 一 ⑨ ⑪ ⑫ ⑬ ⑮ ⑮ ⑫ 

平成21 年度 ⑩ ⑪ ⑮ ⑮ ⑫ 
50 万円

0912 ⑫ 

平成22 年度 1012 一 一 ⑫ ⑬ ⑮ ⑮ ⑫ 

平成23 年度 1112 ⑬ ⑮ ⑮ ⑪ 

平成24 年度 1212 一 一 ⑮ ⑮ ⑪ 

平成25 年度 1312 ⑮ ⑪ 

平成26 年度 1412 一 一 一 ⑪ 

応募年度別の受取利息表は機構のホームページ（http://www. jhf. go .jp／五les/100498066 .pdf）でご確認いただけます。
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マンションすまい・る債受取利息表
・平成 18 年 2 月に発行された債券

① 1 口 100 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.629% （税引前） です。

毎年の受取利息額（税引前） 所得税及び復興特別所得税
毎年の受取利息額（税引後）手IJ払月 単年利率 （税引前）

A ( 15 . 315%） ・住民税 （5%) （注）
A-B 

B 
平成 1 9 年 2 月 0.003% 30 円 5 円 25 円
平成 20 年 2 月 0.115% 1 , 150 円 229 円 921 円
平成 21 年 2 月 0.230% 2 ,300 円 460 円 1 ,840 円
平成 22 年 2 月 0.340% 3.400 円 680 円 2 ,720 円
平成 23 年 2 月 0.457% 4,570 円 913 円 3,657 円
平成 24 年 2 月 0.709% ア，090 円 1.417 円 5,673 円
平成 25 年 2 月 0.869% 8,690 円 1 .764 円 6 ,926 円
平成 26 年 2 月 1.029% 10 ,290 円 2 .089 円 8 .201 円
平成 27 年 2 月 1.189% 11 ,890 円 2.414 円 9.476 円
平成 28 年 2 月 1.349% 13.490 円 2 ,739 円 10,751 円

fコ,. 計 62 ,900 円 12 .710 円 50. 190 円

② 1 口 50 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.629% （税引前） です。

毎年の受取利息額（税引前） 所得税及び復興特別所得税
毎年の受取利息額（税引後）刺払月 単年利率（税引前） ( 15.315%）・住民税（5%) （注）A 

B 
A-B 

平成 18 年 2 月 0.003% 15 円 2 円 13 円
平成 20 年 2 月 0.115% 575 円 114 円 461 円
平成 21 年 2 月 0.230% 1 , 150 円 228 円 821 円
平成 22 年 2 月 0.340% 1 .700 円 340 円 1 ,360 円
平成 23 年 2 月 0.457% 2 ,285 円 456 円 1 .828 円
平成 24 年 2 月 0.708% 3,545 円 708 円 2.837 円
平成 25 年 2 月 0.868% 4.345 円 882 円 3.463 円
平成 26 年 2 月 1.029% 5,145 円 1.044 円 4, 101 円
平成 27 年 2 月 1.188% 5 ,845 円 1 ,207 円 4,738 円
平成 28 年 2 月 1.348% 6 ,745 円 1,368 円 5 ,376 円

~』コ 計 31.450 円 6 , 351 円 25 ,099 円

・平成 19 年 2 月に発行された債券

③ 1 口 100 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 1.543% （税引前） です。

毎年の受取利息額（税引前） 所得税及び復興特別所得税
毎年の受取利息額（税引後）利払月 単年利率（税引前）

A 
( 15 .315%） ・ 住民税 （5%) （注）

A-B 
日

平成 20 年 2 月 0.457% 4 .570 円 9 13 円 3 ,657 円
平成 21 年 2 月 0.793% 7 .930 円 1 .585 円 6 ,345 円
平成 22 年 2 月 1.129% 1 1 .290 円 2 .257 円 9.033 円
平成 23 年 2 月 1.465% 14,650 円 2 ,929 円 11 .721 円
平成 24 年 2 月 1.806% 18 .060 円 3 ,612 円 14.448 円
平成 25 年 2 月 1.622% 16 .220 円 3 .295 円 12.925 円
平成 26 年 2 月 1.793% 1 ス930 円 3 ,641 円 14.289 円
平成 27 年 2 月 1.951% 19 .510 円 3 ,962 円 15,548 円
平成 28 年 2 月 2.124% 21 . 240 円 4.314 円 16 ,926 円
平成 29 年 2 月 2.290% 22,900 円 4,652 円 18.248 円

r::合コ. 計 154,300 円 31 , 160 円 123 , 140 円

④ 1 口 50 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 1.543% （税引前） です。

毎年の受取利息額 （税引前） 所得税及び復興特別所得税
毎年の受取利息額（税引後）利払月 単年利率（税ヨ｜前）

A ( 15.315%）・ 住民税 （5%) （注）
A-B 

B 
平成 20 年 2 月 0.457% 2 ,285 円 456 円 1.828 円
平成 21 年 2 月 0.793% 3 ,965 円 792 円 3 , 173 円
平成 22 年 2 月 1.129% 5 ,645 円 1,128 円 4.517 円
平成 23 年 2 月 1.465% フ，325 円 1 .464 円 5 ,861 円
平成 24 年 2 月 1.806% 8 .030 円 1 .805 円 7 .225 円
平成 己5 年 2 月 1.622% 8,110 円 1.647 円 6.463 円
平成 26 年 2 月 1.793% 8 ,965 円 1 .820 円 7 . 145 円
平成 27 年 2 月 1.951 % 9 .755 円 1 ,980 円 7 ,775 円
平成 28 年 2 月 2.124% 10 , 620 円 2 . 157 円 8.463 円
平成 29 年 2 月 2.290% 11 ,450 円 2 ,325 円 8,125 円

aロ企診、 計 アフ， 150 円 15 ,574 円 61.576 円

（注） 平成 28 年 1 月 の税制改正に よ り 住民税 （ 5 % ） の特別徴収が庭止される予定です。 また、 今後の税率等は、 変更される可能性があ り ます。 詳
し くは、 最寄 りの税務署等にお問合せください。

L ・・・・ 情報コーナー

・平成 20 年 2 月に発行された債券

⑤ 1 口 100 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 1.065% （税引前） です。

毎年の受取利息額（税引前）
所得税及び復興特別所得税

毎年の受取利息額（税引後）
利払月 単年利率（税引前） ( 15 .315%）・住民税（5%) （注）

A 
B 

A-B 

平成 21 年 2 月 0.452% 4,520 円 804 円 3 ,616 円

平成 22 年 2 月 0.628% 6,280 円 1 .256 円 5.024 円

平成 23 年 2 月 0.804% 8.040 円 1 .608 円 6.432 円

平成 24年 2 月 0.980% 8,800 円 1 ,860 円 7.840 円

平成 25 年 2 月 1.161 % 11,610 円 2 .358 円 8 ,252 円

平成 26 年 2 月 1.117% 11 . 170 円 2 ,268 円 8 ,902 円

平成 27 年 2 月 1.221% 12 .210 円 2.479 円 9 ,731 円

平成 28 年 2 月 1.325% 1 3 , 250 円 2 ,691 円 10,559 円

平成 29 年 2 月 1.429% 1 4 , 290 円 2 ,902 円 11 ,388 円

平成 30 年 2 月 1.533% 15.330 円 3 . 113 円 12.217 円
d口"" 計 106 ,500 円 21 ,539 円 84,961 円

⑥ 1 口 50 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 1.065% （税引前） です。

毎年の受取利息額 （税引前）
所得税及び復興特別所得税

毎年の受取利息額（税引後）
利払月 単年利率（税引前） ( 15 .315%） ・住民税 （5%) （注）

A 
B 

A-B 

平成 21 年 2 月 0.452% 2 ,260 円 452 円 1 ,808 円

平成 22 年 2 月 0.628% 3 , 140 円 628 円 2 .512 円

平成 23 年 2 月 0.804% 4.020 円 804 円 3 .216 円

平成 24年 2 月 0.980% 4,900 円 980 円 3 ,920 円

平成 25 年 2 月 1.161% 5 ,805 円 1 . 179 円 4 ,626 円

平成 26 年 2 月 1.117% 5 ,585 円 1.134 円 4.451 円

平成 27 年 2 月 1.221% 6 , 105 円 1 , 239 円 4,866 円

平成 28 年 2 月 1.325% 6 ,625 円 1 ,345 円 5 ,280 円

平成 29 年 2 月 1.429% 7 . 145 円 1.451 円 5 .694 円

平成 30 年 2 月 1.533% 7.665 円 1 . 556 円 6 , 109 円
r::企3• 計 53,250 円 10 ,768 円 42.482 円

・平成 21 年 2 月に発行された債券

⑦ 1 口 100 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.954% （税引前）です。

毎年の受取利息額（税引前）
所得税及び復興特別所得税

毎年の受取利息額 （税引後）
利払月 単年利率 （税ヲ｜前） ( 15 .315%）・住民税（5%) （注）

A 
B 

A-B 

平成 22 年 2 月 0.383% 3 .830 円 765 円 3 .065 円

平成 23 年 2 月 0.527% 5 ,270 円 1 ,053 円 4,2 1 7 円

平成 24年 2 月 0.674% 6 ,740 円 1 ,348 円 5 ,392 円

平成 25 年 2 月 0.816% 8 , 160 円 1 .657 円 6 ,503 円

平成 26 年 2 月 0.965% 8 ,650 円 1 .859 円 7 ,691 円

平成 27 年 2 月 1.009% 10 ,080 円 2 .049 円 8,041 円

平成 28 年 2 月 1.121% 11 .210 円 2.276 円 8,934 円

平成 29 年 2 月 1.233% 司t 12 .330 円 2.504 円 9 .826 円

平成 30 年 2 月 1.345% 13.450 円 2 .731 円 10 .719 円

平成 31 年 2 月 1.467% 14,670 円 2 ,979 円 11 , 691 円
aロ企，. 計 95,400 円 19 , 321 円 76 .079 円

⑨ 1 口 50 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.954% （税引前） です。

毎年の受取利息額（税引前）
所得税及び復興特別所得税

毎年の受取利息額（税引後）
利払月 単年利率（税引前） (15.315%) 住民税 （5%) （注）

A 
B 

A-B 

平成 22 年 2 月 0.383% 1.915 円 382 円 1.533 円

平成 23 年 2 月 0.527% 2 ,635 円 526 円 2 . 108 円

平成 24 年 2 月 0.674% 3 ,370 円 673 円 2 ,697 円

平成 25 年 2 月 0.816% 4.080 円 828 円 3.252 円

平成 26 年 2 月 0.965% 4.825 円 979 円 3 ,846 円

平成 27 年 2 月 1.009% 5 ,045 円 1 .024 円 4,021 円

平成 28 年 2 月 1.121% 5 .605 円 1 . 138 円 4.467 円

平成 29 年 2 月 1.233% 6 . 165 円 1.252 円 4.913 円

平成 30 年 2 月 1.345% 6 ,725 円 1 ,365 円 5 ,360 円

平成 31 年 2 月 1.467% プ，335 円 1,489 円 5 .846 円
-tコ、 計 47.700 円 9 .656 円 38 ,044 円

（注） 平成 28 年 1 月 の税制改正に よ り住民税 （ 5 % ） の特別徴収が廃止される予定です。 また、 今後の税率等は、 変更される可能性があ り ます。 詳
し くは、最寄りの税務署等にお問合せく ださい。
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・平成 22 年 2 月に発行された債券

⑨ 1 口 100 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.924% （税引前） です口

毎年の受取利息額（税引前） 所得税及び復興特別所得税
毎年の受取利息額（税引後）利払月 単年利率（税引前）

A (15.315%）・住民税（5%) （注）
A-B 

B 
平成 23 年 2 月 0.131% 1 ,310 円 261 円 1 ,049 円
平成 24 年 2 月 0.297% 2,970 円 593 円 2 .377 円
平成 25 年 2 月 0.466% 4,660 円 946 円 3,714 円
平成 26 年 2 月 0.634% 6 ,340 円 1,287 円 5 ,053 円
平成 27 年 2 月 0.802% 8.020 円 1,629 円 6,391 円
平成 28 年 2 月 1.012% 10 , 120 円 2,055 円 8.065 円
平成 29 年 2 月 1.201% 12 ,010 円 2,439 円 9,571 円
平成 30 年 2 月 1.377% 13,770 円 2 ,796 円 10,974 円
平成 31 年 2 月 1.568% 15 ,680 円 3,185 円 12.495 円
平成 32 年 2 月 1.752% 17 ,520 円 3,559 円 13,961 円

c:会ヨ. 計 92,400 円 18 ,750 円 73,650 円

⑩ 1 口 50 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.924% （税引前）です。

毎年の受取利息額（税引前） 所得税及び復興特別所得税
毎年の受取利息額（税引後）利払月 単年利率（税引前） ( 15.315%）・住民税（5%) （注）A 

B 
A-B 

平成 23 年 2 月 0.131% 白55 円 130 円 525 円
平成 24 年 2 月 0.297% 1,485 円 296 円 1.189 円
平成 25 年 2 月 0.466% 2,330 円 472 円 1 ,858 円
平成 26 年 2 月 0.634% 3 , 170 円 643 円 2,527 円
平成 27 年 2 月 0.802% 4.010 円 814 円 3,196 円
平成 28 年 2 月 1.012% 5,060 円 1,027 円 4.033 円
平成 29 年 2 月 1.201% 6,005 円 1,219 円 4,786 円
平成 30 年 2 月 1.377% 6,885 円 1 ,398 円 5,487 円
平成 31 年 2 月 1.568% フ，840 円 1 ,592 円 6.248 円
平成 32 年 2 月 1.752% 8 ,760 円 1,779 円 6 ,981 円

-tコ、 言十 46 .200 円 9,370 円 36,830 円

．平成 23 年 2 月に発行された債券

⑪ 1 口 100 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.563% （税引前）です。

毎年の受取利息額（税引前） 所得税及び復興特別所得税
毎年の受取利息額（税引後）利払月 単年利率（税ヲ｜前） (15.315%）・住民税（5%) （注）A 

B 
A-B 

平成 24 年 2 月 0.069% 690 円 137 円 553 円
平成 25 年 2 月 0.131% 1 , 310 円 265 円 1,045 円
平成 26 年 2 月 0.193% 1 .930 円 391 円 1,539 円
平成 27 年 2 月 0.255% 2,550 円 517 円 2,033 円
平成 28 年 2 月 0.322% 3,220 円 654 円 2.566 円
平成 29 年 2 月 0.632% 6 ,320 円 1,283 円 5,037 円
平成 30 年 2 月 0.785% 7,850 円 1 ,594 円 6.256 円
平成 31 年 2 月 0.933% 9 ,330 円 l ,894 円 7.436 円
平成 32 年 2 月 1.081% 10 ,810 円 2,195 円 8,615 円
平成 33 年 2 月 1.229% 12 .290 円 2,496 円 9 ,794 円

5 為 計 56 ,300 円 11.426 円 44.874 円

⑫ 1 口 50 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.563% （税引前）です。

毎年の受取利息額（税引前） 所得税及び復興特別所得税
毎年の受取利息額（税引後）利払月 単年利率（税引前） (15 .315%） ・住民税（5%) （注）A 

日
A-B 

平成 24 年 2 月 0.069% 345 円 68 円 277 円
平成 25 年 2 月 0.131% 655 円 132 円 523 円
平成 26 年 2 月 0.193% 965 円 195 円 770 円
平成 27 年 2 月 0.255% 1 , 275 円 258 円 1 .017 円
平成 28 年 2 月 0.322% 1 , 610 円 326 円 1 ,284 円
平成 29 年 2 月 0.632% 3 , 160 円 641 円 2 .519 円
平成 30 年 2 月 0.785% 3,925 円 797 円 3 , 128 円
平成 31 ：年 2 月 0.933% 4,665 円 947 円 3,718 円
平成 32 年 2 月 1.081% 5,405 円 1,097 円 4,308 円
平成 33 年 2 月 1.229% 6 . 145 円 1 .248 円 4,897 円

aに企コ誌 計 28,150 円 5 ,709 円 22.441 円

（注）平成 28 年 1 月の税制改正により住民税 （ 5%）の特別徴収が廃止される予定です。 また、今後の税率等は、変更される可能性があります。 詳
しくは、 最寄りの税務署等にお問合せください。
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了
一

・・・・ 情報コーナー ｜

・平成 24 年 2 月に発行された債券

⑬ 1 口 100 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.396% （税引前）です。

毎年の受取手IJ患額（税引前）
所得税及び復興特別所得税

毎年の受取利息額（税引後）
利払月 単年利率（税引前） (15 .315%）・住民税（5%) （注）

A 
B 

A-B 

平成 25 年 2 月 0.043% 430 円 86 円 344 円

平成 26 年 2 月 0.089% 890 円 180 円 710 円

平成 27 年 2 月 0.138% 1,380 円 280 円 1,100 円

平成 28 年 2 月 0.182% 1 ,820 円 369 円 1.451 円

平成 29 年 2 月 0.233% 2,330 円 472 円 1.858 円

平成 30 年 2 月 0.443% 4.430 円 899 円 3 ,531 円

平成 31 年 2 月 0.552% 5,520 円 1 , 121 円 4,399 円

平成 32 年 2 月 0.656% 6,560 円 1 .332 円 5,228 円

平成 33 年 2 月 0.760% ア，600 円 1 ,543 円 6 ,057 円

平成 34 年 2 月 0.864% 8,640 円 1 ,755 円 6,885 円
c:企ヨ. 言十 39,600 円 8 ,037 円 31,563 円

⑭ 1 口 50 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.396% （税引前）です。

毎年の受取利息額（税引前）
所得税及び復興特別所得税

毎年の受取利息額（税引後）
利払月 単年利率（税引前） (15.315%）・住民税（5%) （注）

A 
B 

A-B 

平成 25 年 2 月 0.043% 215 円 42 円 173 円

平成 26 年 2 月 0.089% 445 円 90 円 355 円

平成 27 年 2 月 0.138% 690 円 139 円 551 円

平成 28 年 2 月 0.182% 910 円 184 円 726 円

平成 29 年 2 月 0.233% 1 , 165 円 236 円 929 円

平成 30 年 2 月 0.443% 2.215 円 449 円 1,766 円

平成 31 年 2 月 0.552% 2,760 円 560 円 2,200 円

平成 32 年 2 月 0.656% 3,280 円 666 円 2,614 円

平成 33 年 2 月 0.760% 3,800 円 771 円 3,029 円

平成 34 年 2 月 0.864% 4,320 円 877 円 3,443 円
a口企』 計 19,800 円 4,014 円 15 ,786 円

・平成 25 年 2 月に発行された債券

⑮ 1 口 50 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.459% （税引前） です。

毎年の受取利息額（税引前）
所得税及び復興特別所得税

毎年の受取利息額（税引後）
刺払月 単年利率（税引前） (15.315%）・住民税（5%) （注）

A 
B 

A-B 

平成 26 年 2 月 0.044% 220 円 44 円 176 円

平成 27 年 2 月 0.100% 500 円 101 円 399 円

平成 28 年 2 月 0.156% 780 円 158 円 622 円

平成 29 年 2 月 0.212% 1,060 円 215 円 845 円

平成 30 年 2 月 0.268% 1 , 340 円 272 円 1 ,068 円

平成 31 年 2 月 0.516% 2.580 円 524 円 2 ,056 円

平成 32 年 2 月 0.643% 3 .215 円 652 円 2,563 円

平成 33 年 2 月 0.757% 
. 

3,785 円 768 円 3,017 円

平成 34 年 2 月 0.886% 4,430 円 899 円 3 ,531 円

平成 35 年 2 月 1.008% 5,040 円 1.023 円 4.017 円
必iコ.. 計 22,950 円 4,656 円 18 ,294 円

・平成 26 年 2 月に発行された債券

⑮ 1 口 50 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.266% （税引前）です。

毎年の受取利息額（税引前）
所得税及び復興特別所得税

毎年の受取利息額（税引後）
利払月 単年利率（税引前） (15.315%) 住民税（5%) （注）

A 
B 

A-B 

平成 27 年 2 月 0.017% 85 円 17 円 68 円

平成 28 年 2 月 0.047% 235 円 46 円 189 円

平成 29 年 2 月 0.077% 385 円 フア円 308 円

平成 30 年 2 月 0.107% 535 円 107 円 428 円

平成 31 年 2 月 0.137% 685 円 138 円 547 円

平成 32 年 2 月 0.299% 1,495 円 302 円 1,193 円

平成 33 年 2 月 0.380% 1.900 円 385 円 1.515 円

平成 34年 2 月 0.456% 2,280 円 463 円 1,817 円

平成 35 年 2 月 0.532% 2 ,660 円 540 円 2 , 120 円

平成 36 年 2 月 0.608% 3,040 円 617 円 2,423 円
d口b、 計 13 .300 円 2.692 円 10 , 608 円

（注）平成 28 年 1 月の税制改正により住民税 （ 5%）の特別徴収が廃止される予定です。 また、今後の税率等は、変更される可能性があります。 詳
しくは 、 最寄りの税務署等にお問合せください。
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34 

・平成 27 年 2 月に発行された債券

⑬ 1 口 50 万円用 ※本債券の 10 年間の平均利率は年 0.337% （税引前）です口

毎年の受取利息額（税引前）
所得税Rび復興特別所得税

毎年の受取利息額（税引後）
利払月 単年利率（税引前）

A 
( 15 .315%） ・住民税 （5%) （注）

A-B 
B 

平成 28 年 2 月 0.040% 200 円 40 円 160 円

平成 29 年 2 月 0.084% 420 円 85 円 335 円

平成 30 年 2 月 0.131% 655 円 132 円 523 円

平成 31 年 2 月 0.173% 865 円 175 円 690 円

平成 32 年 2 月 0.222% 1 , 110 円 224 円 886 円

平成 33 年 2 月 0.376% 1,880 円 381 円 1,499 円

平成 34 年 2 月 0.458% 2 ,290 円 464 円 1 .826 円

平成 35 年 2 月 0.548% 2 .740 円 556 円 2 . 184 円

平成 36 年 2 月 0.623% 3 , 115 円 632 円 2,483 円

平成 37 年 2 月 0.715% 3,575 円 725 円 2 ,850 円

tユ- 計 16 ,850 円 3,414 円 13,436 円

（注） 平成 28 年 l 月の税制改正により住民税 （ 5%）の特別徴収が廃止される予定です。 また 、 今後の税率等は、変更される可能性があります。 詳
しくは、最寄りの税務署等にお問合せください。

工 ・・・・ 情報コーナー

Q 11 x:;.,:; 3ンすまいる開制引ってい閥、？
一般的に、債券の安全性はそれを発行する主体（発行体） の債務全体を履行する総合的芯能力（信用力） に依

存していると考えうれています。 つきましては、 以下の情報をと参照ください。

住宅金融支援機構は、資本金の全額を政府が出資しており （平成 26 年度末 7.117 億円） 、 主務大臣は国土交通大臣と財務大
臣となっています。 マンションすまい ・ る債は、 政府保証は付されていませんが、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成 17
年法律第 82 号）（以下、「機構法」という 。） に基づき、国の認可を受けて発行しています。
なお、マンションすまい ・ る債は預金保険制度の対象ではありません。

機構の平成 26 年度決算では当期総利益を 2,824 億円計上し、 4 期連続の黒字となりました。

〈参考〉機構の財務状況等（平成 26 年度決算）

．損益の状況
法人全体では 2,824 億円の当期総利益を計上しています。

〈証券化支援勘定〉
証券化支援勘定の当期総利益は、 買取債権残高が増加したこと や適

切な債権管理を行っ たこと等により、 789 億円となりましたが、将来の
リスクに備えるため、利益全額を主務大臣の承認を経て、独立行政法人
通則法第 44 条第 l 項の積立金としています。 その結果、積立金は 1,458
億円となります。
証券化支援勘定（買取型）の信用 リ スク及び金利変動リスクについて

は、 収益の発現に対して費用 （損失）の発現が遅れる傾向があ り 、 融資
期間前半の利益で後半の損失を賄う損益構造となっているため、当初に
発生する利益余剰金を積立金とし、 その後の損失発生時に積立金を取り
崩すこととしています。
（既住債権管理勘定〉
既住債権管理勘定の当期総利益は、適切な債権管理を行ったこと等に

より、 1,760 億円となりました。 こ れに よ り、繰越欠損金が 1,084 億円
とな り ました。
※機構ホームページで、機構の経営資料をご覧いただくことができます。
(http://www.jhf.go.jp/ about/ disclosure.html) 

国当期総利益又は当期総撰失（企）
（単位億円）

．利益剰余金又は繰越欠損金（企）

5.000 

4,000 

3.000 

2.000 

1.000 

。

•1 .000 

平成

24年度

既往債権管理勘定
1 . 760億円

平成 平成
25年度 26年度

※ 平成26年度の利益余剰金には、証券化支援勘定における
将来の信用リスク等の発現に備えるための積立金 1,458 億円
（利益処分後）及び団体信用生命保険事業における積立金
3,040 億円を含んでいます 。

なお、マンションすま い ・ る債の個別の格付けは取得していませんが、 機構の発行体格付けを以下のとおり取得していま す。
・ スタンダード ・ アンド ・ プアーズ（S&P) : A+ ( 20 1 5 年 11 月現在）
－ 格付け投資情報センタ ー （R&I) : A A+ (2015 年 11 月現在）

また、マンションすまい ・ る債の積立金については 、 機構法において、機構の財産より優先的に弁済されることが定められ
ており 、 積立組合のみなさまからお預かりした財産を保全するための措置が講じられています。
〈参考〉「マンションすまい・る債J の積立金の保全について
マンションすまい ・ る債は、国の認可を受けて機構が発行する一般担保 （※ 1 ） 付債券です。
マンションすまい ・ る債を保有されている方は、 機構の総資産から優先的に弁済を受ける権利があり ます。
平成 26 年度決算時点では、マンションすまい ・ る債を含む優先弁済の対象となる一般担保付債券の発行残高は 3 兆 3.061 億
円で、これらの弁済に充てられる資産額は機構の総資産（28 兆 4,353 億円）のう ち 15 兆 3.665 億円と なっています口

※ 1 一般担保とは

機構の総資産（平成 26 年度決算） 28 兆 4 , 353 億円

一般担保付債券の優先弁済の対象となる資産

1 5 兆 3 , 665 億円

優先弁済の対象となる一般担保付債券 3 兆 3 , 06 1 億円

《内訳｝

①マンションすまい－る債 7 .393 億円

①一般担保債券（SB) 2 兆 2.2 1 1 億円

①財形住宅債券 3.457 億円

優先弁済の対象とならない資産

1 3 兆 688 億円（※ 2)

マンションすま い ・ る債を保有されている方は、機構法第 19 条第 4 項により「機構の財産について他の債権者に先立つ
て自己の債権の弁済を受ける権利を有する」とされています。 この優先弁済権の順位は、同条第 5 項において民法の規定
による一般の先取特権に次ぐものと規定されています。

※ 2 優先弁済の対象とならない資産 13 兆 688 億円は、個人向け住宅ローン ［フラッ ト 3 5 ］ の融資金を市場から調達（貸付
債権担保債券を発行） するために信託し、担保提供されているため、 マンションすまい ・ る債を含む一般担保付債券にお
ける優先弁済権の対象財産とはなりません。
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1 『マンションすまい・る債』登録内容の変更届出書（元利金自動振込依頼書兼用）チzックリスト可
l （代表者変更編）」

＊ご記入・ご確認された項目にはUに“ゾ”チェックをしてください。

1 ・「マンションすまい・る債j登録内容の変更届出書（元利金自動振込依頼書兼用）の記入・届出印の確認I
＊前回の 「マンションすまい・る債」登録内容の変更届出書（組合控） をお手元にご用意ください。
ご記入漏れや確認書類の不足がございますと受付できませんのでご注意くださU、

［登録内容の変更｝欄

口｛登録内容の変更］欄の該当番号を「OJで囲んでいますか？

［変更前］欄
口A . 前代表者住所は前回の組合控と一致していますかっ

口 B. 前代表者名は前回の組合控と一致していますか？

［変更後（右側太枠内）］欄

口A. 積立組合番号（ 3から始まる6桁の番号）は記入されていますか？

口 B . 積立組合所在地は前回の組合控と一致していますか っ

口C . 積立組合名称は前回の組合控と一致していますか？

口0. 代表者住所は公的書類と一致していますか？ （「 2 . 必要添付書類」参照）

｛代表者以外の連絡先］欄

口 E . 代表者氏名・フリガナの記入はされていますか？

口 F. 届出印は前回の組合控と一致していますかっ

※変更がない場合も①、②の両方については必すご記入ください。ご記入が芯い欄は、データなしと判断し、登録内容を削除させていただきます。
口A . ①会計担当役員等の連絡先は記入されていますかっ

口 日中連絡がとれる連絡先ですか？

口 B. ②管理会社等の連絡先は記入されていますか？

［元利金自動振込の依頼］欄
口A. 振込先金融機関・支店・預金種目・口座番号は前回の組合控と一致していますか？

→変更を希望される方は新振込先を記入の上、

口 積立手帳（原本）も一緒にと送付いただいていますか？

口 B. 口座名義は指定された振込先の預金通帳と一致していますか？

同必要添付書類 一一一一一寸

｜口法人登記していない積立組合｜
①新代表者の住所・氏名・生年月日が確認できる公的書類

＊所得税法等の定めに基づきご提出いただくものです。

［下記のいす：れか一部］

口A 運転免許証（コピー）又は運転経歴証明書（コピー）
－表裏両面
・本籍地を黒く塗りつぶしたもの又は本籍地の記載を省略したもの

（本籍地を黒く塗りつぶすことにより住所地が確認でき芯くなるときには、当該部分を黒塗りにし芯いようお願いします。）

口B 健康保険証（コピー）
・ 裏面に己住所が記載されているカード式保険証の場合は両面コピー

口C . 印鑑証明書
・発行後3か月以内の原本

口0 . 住民票
・発行後3か月以内の厘杢
．本籍地の記載がないもの

口E 住民基本台帳カード（コピー）
－表裏両面

口 F . パスポート（コピー）
－顔写真のページ 1 

1 両方コピーをお送り ください。．所持人記入欄（記入済）のページ j

｜ 口 法人登記している積立組合｜
［下記の2種類］

口A . 法人の印鑑証明書

・発行後3か月以内の星杢

口8 . 法人の畳記簿謄本文は全部事項証明書
発行後3か月以内の厘杢

「帳…登記していない積立組合」に記載の代表者の方個人の書類｜

を提出してし1ただく場合がございます。 | 

※口有効期限円であることをご確認ください。

②代表権の確認書類

［総会議事録コピー（必須）］
申以下の内容が記載され、又は確認できることをご確認ください。

口A . 組合名称

口8 . 総会の開催日

口C . 定足数を満たす参加者が出席しており、決議が有効であること。

口D 選任された役員名・ 役職名が確認できること。
l 選任された役員名や役職の記載仰い場合は

記載内容により、下記書績も併せてお送りください。

総会議事録に
。議案が可決した記載はあるが、役員名・役聡名の記織が主主い

口議案書（役員選任議案）（コピー）
口理事会議事録（役職決定時のもの） （コピー）
0議案が可決し選任された役員名の記載はあるが、役職l草互選のため記載がない

口理事会議事録（役職決定時のもの） （コピー）

口 E . 議長および総会に出席した組合員2名以上の量皇ニJilliがあること

登録内容の変更届出書（元利金自動振込依頼関）送付先 | 
（事務受託銀行）
みすぼ銀行
証券部証券管理室証券事務チーム

干 108 ・ 6009 東京都港区港南2・15・ 1 晶川インターシティA棟
TEL : 03-5252-6017 

全ての口に “ 、／” がついたことをこ確認ください。
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独立行政法人住宅金融支援機構

マンション共用部分リフォーム融資
融資条件のご案内

（管理組合申込み ： （公財） マンション管理センターに保証委託する場合（注））

マンション共用部分リフォーム融資とは…
マンション管理組合（法人格の有無は聞いません。）の皆さまが、共用部分のリフォーム工事を行うときにお借り入れが可

能な融資です。

（注）機構のマンション共用部分リフォーム融資を管理組合で申し込む場合、個人の保証又は機構が承認した保証機関の保証が必要

となります。 平成 27 年 10 月現在、機構が承認した保証機関は、（公財）マンション管理センターと（公社）全国市街地再開

発協会です。

・主芯融資条件
，.ご利用し1ただける管理組合

( l ）次の事項が、 管理規約又は総会の決議で定めうれていることが必要です。

① 管理組合が住宅金融支援機構から資金を借り入れるとと。

② 修繕積立金を返済金に充当できること及び今回の借入れの返済には修繕積立金を充当すること。

③ 管理組合が（公財）マンション管理センターに保証委託すること。

※決議を行う総会において、との融資の「商品概要説明書（又は「融資のご案内」）」を配布したうえで、理事長等が「商

晶概要説明書」の内容について説明し、その旨を当該総会の議事録に記載すること。

(2）毎月の返済額（既に他の借入れがある場合は、当該借入れに係る返済額を含む。）が毎月徴収する修繕積立金の額（返

済額に充当するために返済期間中一定額を徴収する場合には、その徴収額を加えた額）の 80%以内となること。

(3）修繕積立金が、一年以上定期的に積み立てられており、管理費や組合費と区分して経理されていること。また、修繕積

立金が適正に保管されており 、 滞納割合が 10%以内であるとと。

2. 融資の対象となる工事
－ 外壁補修、屋上防水、駐車施設の増設など建物外部の工事

・エレベーターの取替え、内装塗装など建物内部の工事

－ 配管工事や耐震改修工事

などのマンション共用部分の工事で、工事着工前のもの

〈外部の工事例〉 〈内部の工事例〉
持層電寓蔵官~

百
一一岨滞申彊醐

3. 融資額

対象となる工事費の 8 割以内で、 150 万円（耐震改修工事を伴う場合は 500 万円）×住宅戸数が融資額（10 万円単位で

100 万円以上）です。

※ 融資額が 500 万円／戸を超える耐震改修工事について、 一定の条件のもと（公社）全国市街地再開発協会が保証人

となり無担保で融資できる場合がありますので、別途ご相談ください。

※ 補助金等の交付がある場合は、工事費か5補助金等を差し引いた額と上記の金額のいすれか低い額が上限となります。
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4. 融資金利

一般のリフォーム工事 0. 93% 

耐震改修工事 0. 73% 

※ 上記の金利は平成 27 年 l l 月 2 日現在のもので、金利は毎月見直します。
※ お申込み時の金利が適用されます。 最新の金利は機構のホームページでご確認ください。
※ 「マンションすまい・る債J を積み立てている管理組合の場合は、よ記の金利かう 0.2%引下げます。

5. 返済期間 1 ～ 10 年（年単位）

6. 担 保 （公財）マンション管理センターが保証人となり、担保が不要です。

7. 保証人 （公財）マンション管理センターの保証料は、保証金額、保証期聞に応じ、一括の前払いです。（保証料は
45 ページをと参照ください。）

8. 一部繰上返済・返済条件変更の手数料
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3,150 円文は 5,250 円の手数料がかかります。

※ 融資の詳細は、機構のホームページ（http://www.jhf.go.jp／）でご確認ください。

※ 審査の結果、ローン利用のご希望に添えない場合がございますので、あ5かじめご了承ください。

く共用部分リフォーム融資の返済例〉

［想定］ 戸数 100 戸、工事費： 6.250 万円、融資額： 5,000 万円、返済期間： 7年、返済方法：元利均等毎月払い
（平成 27 年 11 月 2 日現在の金利でお申込みの場合）
：金利 0 93ーio 毎月の返済額（元金＋型l墨） : s i 5. ·as·o"円 l 

I b総利息負担額約 J ’ ~g巳万円

工 ・・・・ 情報コーナー ｜

独立行政法人住宅金融支援機構

まちづくり融資（マンション建替え事業）のご案内

決 マンションの建替え事業を支援するため、管理組合・建て替え組合に対して、事業の構想・計画段階から資金計画

を中心に事業化に向けて一緒に検討させていただき、事業の初動期から完了までの各段階の資金二一ズに対応し

たまちづくり融資をご用意しています。

女 また、高齢者（借入申込時の年齢が満60歳以上）の方が、まちづくり融資の対象となるマンシヨン建替え事業に

より建設された住宅を自らが居住するために購入する場合には、お亡くなりになるまでの問、毎月の利息のみの支

払で借入れが可能となる「高齢者向け返済特例制度Jもご用意しています。

〔まちづくり融資（マンション建替え事業）制度の概要】

まちづくり融資（マンション建替え事業）は、 『事業要件J 、 『地域要件J及び 『建

築物要件Jの3つの要件すべてに該当する場合にご利用できます。

（ ［事業要件］ ）

マンション建替え事業

次の①か5③までのすべてを満たす事業であること。

① 新たに建設される建築物の地上階数が3階以上であること。

②新たに建設される建築物の敷地面積が300ni以上（※）であるとと。

（※）マンション建替えの円滑化等に関する法律（平成14年法律第78号。以下「マンション建替え円滑化法」

といいます。） Iこ基づく事業以外の事業の場合は、新たに建設される建築物の敷地面積が500附以上であ

るとと。

③建替え前の区分所有建築物が次のCa）及び（b）に該当すること。

(a） 建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）第62条第 1 項に基づく建替え決議、同法第69条

第 lI頁に基づく建替え承認決議、同法第70条第 1 頂に墓づく一括建替え決議文は区分所有者全員の総意

による建替え決議を行っていること。

（削減価償却資産の耐周年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第 15号）！こ定める耐周年数の3分の 1 以上

を経過していること。

（例：鉄筋コンクリー卜造住宅の場合は 16年以上経週していること。）

［注］マンション建替え円滑化法に基づく事業以外の事業の場合は、上記の①から③までのほか、「敷地内

｜こ一定割合の空地（法定空地率＋ 10%以上）が確保されていること（法定建ぺい率が定められていな

い場合は、敷地面積に対する空地の割合が10%以上であるとと）」が必要となります。

司
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工 …・情報コード1

（ 【地域要件］ ） （ ［建物要件】 ）

次の I 及びEの地域内・区域内にあること。 | | 次の 1 かS5までのすべての要件を満たす、新たに建設される建築物が対象と芯りますロ

対象地域 = I 一定の用途地域 + II 整備改善を図る必要がある区域

I 建設場所が次の①か5③までのいすれかの 「一定の用途地域」 内にあること。

①住居系地域： 第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、

第二種住居地域又は準住居地域

②商業系地域： 近隣商業地域及び商業地域（※）

（※）商業地域においては、容積率 600%以下の地域に限ります。

③準工業地域

（注）上記①から③までのほか、国勢調査による人口集中地区のうち、主たる用途が住宅である地域も対

象になります。

II 次の①かう⑮までのいす、れかの 「整備改善を図る必要がある区域J 内にあるとと。

①重点密集市街地（都市再開発法（昭和 44 年法律第 38 号）第 2 条の 3 第 1 I頁第 2 号に規定する地

区を除く。）、②防火地域若しくは準防火地域、③防災再開発促進地区、④再開発促進地区（都市再開発法

第 2 条の 3 第 21買に規定する地区）、⑤市街再開発促進地区、⑥住宅市街地総合整備事業（密集住宅市

街地整備型に限ります。）、⑦不燃化促進区域、⑧都市再生緊急整備地域、⑨都市再開発法第 2 条の 3 第

1 I頁に規定する政令で定める大都市を含む都市計画区域、⑩都心共同住宅供給事業の実施区域、⑪市街

地再開発事業の施行区域、⑫防災街区整備事業の施行区域、⑬住宅市街地総合整備事業の整備計画区域、

⑭市街地総合再生計画の区域、⑮地区再生計画の区域又は ⑮地方公共団体と機構が協議して指定した

区域

1 住宅部分の延べ面積の割合が、建築物全体の延べ面積の 1 / 2超であること。

2 建築物の構造が耐火構造、準耐火構造又はまちづくり省令準耐火構造であるとと。

3 法定容積率の 1 / 2以上を利用していること。

4 1 戸当たりの住宅の床面積が、 30 平米以上 280ni以下であること。

5 機構の定める一定の技術要件に適合するとと。

［機構が定める技術要件の概要］

①各住戸には、原則として2以上の居住室と、炊事室、トイレ及び浴室があること。

②外気に接する屋根又は天井、壁及び床は、室内温度の保持に有効芯構造とすること。

③給排水管の配管のうち各住宅で共有するものは、構造耐力上主要な部分である壁の内部に設けな

いとと。

④住宅と住宅の間又は住宅と住宅以外の聞は、耐火構造又は 1 時間準耐火構造により区画すること口

⑤住戸聞の戸境床を、スラブ厚 15cm 以上（鉄筋コンクリー卜造の場合）、 JIS の重量床衝撃音レ

ベルが遮音等級 L60 程度の遮音性能とするとと。

⑥敷地面積の3%以上の公園、緑地等の空地を確保するとと。

※ 融資条件等の詳細は、「別表 1 ：まちづくり融資（マンション建替融資）の融資条件J43ページを参照してください。

【高齢者返済特例制度（マンション建替え）】

高齢者（借入申込時満60歳以上）の方が、まちづくり融資の対象となるマンション建替え事業により建設された住

宅を自 5居住するために購入される場合には、お亡くなりになったときに元金を一括で支払い、それまでは毎月利息

のみ支払うことで借入れが可能となる制度です。

との制度のご利用には、機構が承認した保証機関の保証が必要となりますD平成27年 10月現在で機構が承認した

保証機関は、（－財）高齢者住宅財団です。

0毎月のご返済は利息のみとなります。

例えば、 1,000万円を信り入れた場合の返済額は、元利均等返済と比べ、低く抑えられます。

［元利均等返済の場合（返済期間 10年、年 1.39%）］：月々89,307円（元金＋利息）

［高齢者務返済特例制度の場合（年利 1.39%)] ：月々 l 1.583円（利息のみ）

※ 1 上記の返済額は、平成27年 1 1 月現在の金利で試算しています。融資申込時の金利が適用されます。金利

は毎月見直します。最新の金利は、機構のホームページで確認してください。

※ 2 返済期間中は、利息のみのお支払いとなり、元金が減少しないので、総返済額は（利息の支払総額と一括

返済する元金の合計額）は、元利均等返済又は元金均等返済の場合の総返済額（毎月の返済額の合計）を

上回ります。
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0元金は、お亡くなりに芯5れたときに一括返済となります。

連帯債務者を含めた債務者の全員がお亡くなりにな5れたときに、相続される方がいる場合は、相続人の方が一

括で返済されるか、あらかじめ担保提供された土地・建物の処分により、ご返済いただくことになります。また、相

続人の方が全員相続放棄する場合又は相続人がい芯い場合は、連帯保証人の（一財）高齢者住宅財団が機構に残債

務全額を代位弁済し、担保提供された土地・建物は売却等により処分されます。

借入申込時に満60歳以上の同居する親族を連帯債務者とすることができます。申込本人が先にお亡くなりに

なられた場合でも連帯債務者が月々の返済をすることで、元金を一括返済せす‘に引き続き居住するととができ

ます。また、申込時の年齢が満60歳未満の方はこの制度をご利問いただけませんが、「フラット35」のご利用は

可能です。フラット35の条件等の詳細は、機構ホームページをご覧ください。

0融資限度額は 1,000万円となります。

ただし、購入金額文は（一財）高齢者住宅財団が保証する限度額（＊）が上限に芯ります。

* 融資物件の担保評価（担保評価は不動産鑑定士が行い、担保評価不要はご負担いただきます（負担の目安は

約 10万円）。）により、保証限度額（目安は担保評価額の40%）が決定され、保証限度額証明書が発行されま

す。また、担保評価の結果次第では、保証限度額証明書が発行され芯い場合がありますが、その場合でも担保

評価の費用は返金されません。

0信入申込者の年収に占める全ての借入れの年間合計返済額（＝創返済負担率）が次の基準を満たしてい
ることが必要です。

年収

基準

40 0万円未満

30%以下

40 0万円以上

35%以下

0機構が承認した保証機関の保証をご利用いただくことが必要です。

保証料（融資金× 1.5%）と機構が承認した保証機関である（一財）高齢者住宅財団の事務手数料（37,800円（消

費税込み））はお客さまの負担となります。

。建物と敷地に機構の第 1 順位の抵当権が設定できるととが必要です。（担保設定に要する費用はお客さ

まのご負担となります。）

0ご返済中l志、特約火災保険又は特約火災保険以外の機構が定める要件を満たす火災保険（火災共済） Iこ

加入いただき、火災保険金に対して質権を設定いただくことが必要です（火災保険料はお客さまのご負
担となります。）。

（注）融資の審査の結果、融資後利用の希望に添えない場合があります。また、をの場合でも担保評価の費用は返金

されません。

（注）融資条件等の詳細は、「別表第2：高齢者向け返済特例制度の融資条件」（44ページ）を参照してください。

［マンション建替えに対する融資制度に関するお問合せ先］

住宅金融支援機構まちづくり推進部

まちづくり業務グループ TEL:03・5800・9366

TEL: 03-5800-8 1 04 
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別表 1 ：まちづくり融資（マンション建替え事業〉の融資条件

まちづくり融資の種類
短期事業資金

建設・購入資金

建替え事業の
口事業の構想計画段階～建物竣工・保留床譲渡までの聞に建替組合等が必要とする事業資金

ケース

融資対象者
口個人、中小事業者である法人又はマンション建替え事業を行う組合 （市街地再開発組合、防災街区整備組合、マンション建替組合、

マンション敷地亮却組合等）

口次の全ての地域要件を満たしていただきます。 詳細は、 40 ページのとおりです。

地域要件 ①用途地域が住居系地域、商業系地域又は準工業地域等であること。

②防火地域又は準防火地域等であること。

事業要件・建築物要件 口事業要件の詳細は 39 ぺージ、建築物要件の詳細は 41 ぺージのとおりです。

－調査設計計画費 －土地・借地権の取得費 ・建築工事費、補償費

対象事業費 －参加組合員負担金 －購入費等

融資額
※購入費は、事業化当初から買主が取得することが予定されていた案件等が対象となります。

口対象事業費の 100% （融資額については、お申込後、機構の審査があり、審査の結果、ご要望にお応えできない場合がありますので、

融資率上限 あらかじめご了承くださ L 、。）

※融資額については 100 万円以上、 10 万円単位となります。

金利水準
口 0.77%

※金利は毎月見直します。 上記金利は平成 27 年 11 月 2日現在のものです。 最新の金利は機構ホームページでご確認ください。

口資金交付時の金利が適用されます（手形書換により借換えを行う場合の惜換日以降の融資金利は、当該借換日の金利が適用されま

融資金利
す。）。

金利決定時期
※金利の適用期聞は資金交付のあった年度の翌年度4月下期資金交付日（機構が指定する日）までとなります。 ただし、借換えを行う場合

は翌年度4月下期資金交付の前日までが適用期間となります。

※借換後の融資金利は、借換えを行った年度の翌年度4月下期資金交付日までとなります（更に借換えを行う場合は、 4月下期資金交付

の前日までが適用期間となります。）。

融資金の返済期限 口建物竣工後2年以内で、個々の事業に応じて機構カf設定した返済期日が返済期限となります。

口保留床等の譲渡状況等に応じて、機構と協議の上で、機構が指定する日に元金及び利息をご返済いただきます。

なお、ご返済いただく金額は、原則として、融資対象住戸の販亮価格（機構が事業計画承認した際の販売価格で消費税を含みます。）

に、融資割合引 と売却戸数に応じて機構が定めた算式により個別に設定した返済割合※2 （融資対象住戸の3割を瓶売するまでは原則と

して「50%+ （融資割合（%） 50%）× 2J により算出した割合と し幻※4 、 3割を販売した以後は原則として融資割合と同ーの割合）を
乗じた金額とします。 詳細については、 49 ページに記載の担当グループまでお問い合わせください。

※ 1 融資割合とは、機構か‘事業計画承認した際の融資対象住戸の販売価格 （消費税を含みます。） の総額に対する機構融資額の総
額の割合をいいます。

※ 2 返済割合とは、機構が事業計画承認した際の融資対象住戸の販売価格 （消費税を含みます。） に対する機構への返済額の割合

融資金の返済方法 をいいます。

※ 3 融資割合が 75% 以上の場合の返済割合は 100%、 融資割合 50%以下の場合の返済割合は融資割合と同ーとなります。

※ 4 優良な会社の債務保証、別担保の提供などにより返済の懸念が極めて少ないと判断される場合には、融資割合を返済割合とす

ることができます。

ロ毎年度4月 1 日から 4 月 30 日までのうち、機構が指定する期日に元金亙び利息を一括返済していただきますが、事業期聞が返済期日

を超えるため、一括返済することができない場合は、返済期日に手形を書き換え、借換えの手続を行うことによりお借入れを継続して

いただくことかできます。 なお、返済期日に借換えを行う場合は、 返済期日（＝＝借換え日）において、次年度の融資予約に基づく融資

金によりご返済いただきます。 その際、超過手IJ息については同日にお支払いいただくか、元全部分に加えていただくこととなりますの具

体の返済額など、 詳細については、 42 ぺ ジに記載の担当グループまでお問い合わせください。

返済原資の例 －保留床の販売代金、権利者の増床精算金、補助金等

融資の契約形態 口約束手形による融資です。 ，

口原則として、土地・建物に根抵当権、事業者が有する債権に対する質権、譲渡担保権等を機構のために第 1 順位で設定していただきます。

担保 事業の内容により個別にご相談させていただきます。 また、担保設定に要する費用（登銀免許税、司法書士報酬等）はお客様のご負

担となります。

口融資審査の結果、十分な保証能力のある保証人が必要となる場合があります。

※個人を連帯保証人とされるときは、お申込人が法人の場合における当該法人の経営者に限ります。

保証 ※法人を連帯保証人とされるときは、十分な保証能力のある法人のほか、お申込みの時点で機構が承認している保証機関（注）の保証

をご利用いただけます。

※機関保証を利用する場合は、保証料が必要となります。

口機構が定める技術要件を満たしていただきます（技術要件の概要は 41 ぺージのとおりです。）。

建築物の技術要件 ※適合証明機関による物件検査を受けていただく必要があり、検査に当たっては物件検査手数料が必要となります。物件検査手数料

は適合証明機関によって異なります。

口機構が必要と認める場合は建物ヘ機構か‘定める要件を満たす火災保険を付保していただきます（機構が必要と認める場合は保険金請

火災保険 求権に対して機構のために第 1 順位の質権を設定していただきます。）。
※火災保険料は、お客さまのご負担となります。

一部繰上返済手数料 口 5,250 円

返済方法変更手数料 口 5,250 円

※ 融資については、お申込み後に機構所定の審査か、あり、審査の結果、ご要望にお応えできない場合かありますc

※ 上記のまちづくり融資の種類のほかに、機構では参加組合員が賃貸住宅事業等を 目的と して保留床を取得するために必要となる負担金や賃貸住宅事業又は自社使用を 目的と

して権利者等が増床等を購入するために必要となる資金をご融資するための「まちづくり融資 （長期事業資金） J も取り扱っております。 詳しくは機構ホームページをご覧く

ださし、。

（注） 平成 27 年 10 月現在、機構が承認した保証機関及び保証料は次のとおりとなります。

（ー財） 首都圏不燃建築公社浸び （ー財）住宅改良開発公社 ． 融資額に対して年 1% を乗じた額（年払い）

－ （公社）全国市街地再開発協会：融資額に対して年 0.2% ～ 0.75% を乗じた額（年払い）（別途、保証対象となる事業要件があります。）
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別表2 ：高齢者向け返済特例制度の融資条件

まちづくり融資の種類 高齢者向け返済特例融資

建替え事業の
口建設された住宅に自ら居住される高齢者のうち、 通常の返済方法では返済が困難な方への購入資金

ケース

口次の①から④までの全てにあてはまる個人の方

①融資申込時に満 60 歳以上の方（連帯債務者となる方がいる場合は、その方も満 60 歳以上である必要があります。）
②ご自身が居住する住宅を建設・購入する方

融資対象者 ③日本国籍の方又は永住許可などを受けている外国人の方
④年収に占める全てのお借り入れの年間合計返済額の割合 （＝総返済負担率）が次の基準を満たしている方

年収 400 万円未満の場合 30%以下

年収 400 万円以上の場合 35%以下

口次の地域要件を全て満たしていただきます。 詳細は、 40 ぺ ジのとおりです。
地域要件 ①用途地域が住居系地域、 商業系地域、 準工業地域等であること。

②防火地域又は準防火地域等であること 。

事業要件・建築物要件 口事業要件の詳細は 39 ぺージ、建築物要件の詳細は 41 ぺージのとおりです。

口次の①又は②のうち、いずれか低い額
① 1,000 万円

②機構が承認している保証機関（注）カf設定する保証限度額

※建設又は購入にあたり負担する額（登記費用等の諸費用は対象となりません。） が上限となります。
※融資額については 100 万円以上、 10 万円単位となります。
※保証限度額は、不動産鑑定士による担保評価を受け、その評価に基づき決定され、「保証限度額証明書」が発行されます。

融資限度額
（担保評価の費用は約 10 万円が目安で、 お客様のご負担となります。 ）

なお、次の（ 1 ）又は（ 2 ） のいず‘れかにより 、 担保評価を省略して「保証限度額証明書J を発行できる場合かあります （この場合、
担保評価に要する費用は不要です。）。

( 1 ） マンション建替円滑化法や都市再開発法により認可された権利変換計画に定める建替え後の価額
( 2 ） 固定資産評価証明書や不動産鑑定評価等の資料 （直近のもの）

（注） 担保評価の結果次第では、保証限度額証明書が発行されない場合かあります。 その場合でも担保評価の費用は返金され
ません。また、保証限度額証明書が発行された場合でも、住宅金融支援機構の融資審査の結果、融資をお認めできない
場合が、ありますD その場合でも担保評価の費用は返金されません。

金利水準
口 1.39% （固定金利）

融資金利 ※金利は毎月見直します。 上記金利は平成 27 年 11 月 2 日現在のものです。 最新の金利は機構ホームページでご確認くださし、。

金利決定時期 口お申込時の金利が適用されます。

融資金の返済期限 口お申込本人（連帯債務者全員を含みます。） がお亡くなりになったとき

口利息のみ毎月お支払いいただきます。

口元金は債務者であるお客さまがお亡くなりになっ たときに相続人の方が一括で返済されるか、あらかじめ担保提供された住宅 （土
融資金の返済方法 地・建物）の処分によりご返済いただくことになります。

※担保提供された住宅 （土地・建物） の処分によりご返済いただいても融資金の全額が返済できない場合は、 残元金は相続人の方
に返済していただきます。

毎月の返済額 口融資金額 （ 1 0 万円単位） ﾗ 融資金利 � 1 2 ( 1 円未満切捨て）

融資の貸付形態 口金銭消費貸借契約による融資です。

担保
口土地・建物に機構のために第 1 順位の抵当権を設定していただきます。
担保設定に要する費用 （登録免許税、 司法書士報酬等）はお客さまのご負担となります。

保証 口機構が承認している保証機関 （諜） の保証をご利用いただきます。

口機構が定める技術要件を満たしていただきます（技術要件の概要は 41 ページのとおりです。）。
建築物の技術要件 ※適合証明機関による物件検査を受けていただく必要があり、検査に当た っては物件検査手数料が必要となります。 物件検査手数

料は適合証明機関によ って異なります。

火災保険
口建物に機構が定める要件を満たす火災保険を付保していただきます。
※火災保険料はお客さまのご負担となります。

一部繰上返済手数料 口 5,250 円 （消費税込）

返済方法変更手数料 口 5,250 円 （消費税込）

※ 融資については、お申込み後に機構所定の審査があり、審査の結果、ご要望にお応えできない場合があります。 その場合でも担保評価の費用は返金されません。
※ 保証に当たっては、 融資金× 1.5% の保証料及び事務委託手数料 （37,800 円 （消費税込） ） か‘お客さまのご負担となります。
（注） 平成 27 年 1 0 月現在、機構が承認している保証機関は、（一財） 高齢者住宅財団です。
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（公財）マンション管理センターか5のお知5せ

当センタ ーは、 マンシヨン管理の適正化を図る事業を行うため、昭和60年8月に設立されました。

また、平成13年8月に施行された「マンション管理適正化法」に基づき、我が国唯一の 「マンション管理

適正化推進センター」の指定を受けています。

管理組合や管理関係者のパー トナー として、以下の事業を通じ、良好なマンションライフの実現のための

お手伝いを しています。

。各種セミナーの開催、相談業務

O 「マンションみらいネット（マンション履歴システム）」の運営

0 「マンション管理サポートネット（マンション管理相談データベース）」の運曽

O出版、ホームページ等による情報提供

。住宅金融支援機構及び沖縄振興開発金融公庫の共用部分リフォーム融資の債務保証

Oマンション管理士試験、法定講習の実施

債務保証業務のご案内 ) 
管理組合が、住宅金融支援機構又は沖縄振興開発金融公庫のマンシ ョン共用部分リフォーム融資等を利用

する場合、当センターに保証料をお支払いいただくことにより、当センターの連帯保証を得て、無担保で融

資を受けられます。

口債務保証料について

住宅金融支援機構及び沖縄振興開発金融公庫の共用部分リフォーム融資の債務保証については、当セン

ターが運営しているマンションみらいネットに登録している管理組合等を特定の管理組合（※）として保証

料を引き下げています。

保証料（保証金額10万円あたり）

一 一一＂＂＇ 1 年 I 2 年 I 3 年 I 4 年 I 5 年 I s 年 I 7 年 I s 年 I e 年 I , o 年
一般管理組合 I 507 I 792 'I 1.07s I 1.356 I l .634 I 1.81 o I 2.1 s3 I 2.453 I 2.721 I 2.Bss 
特定管理組合※I 379 I 613 I 845 I , .07411.301 11.626 11.747 11.967 I 2.185 I 2.401 

※ 特定管理組合とは、次の①から④のいずれかに該当する管理組合です。

① 当センターが運営している「マンションみらいネット」に登録している管理組合

② 住宅金融支援機構の「マンションすまい・る債」又は沖縄振興開発金融公庫の「マンション修繕債券」の残高が存在する管理

組合又は購入した債券をすべて買入消却しているが、 今後も積立の継続を希望している管理組合

③ 融資の対象となる工事において、耐震改修工事、省エネルギー対応工事、バリア フ リ ー対応工事のいずれかの工事を行う管理

組合

④ 平成18年度までに公庫マンション維持管理基準を満たした管理組合と して、 （公財）マンション管理センター又は （ー財）住宅

金融普及協会に登録されている管理組合

・お問合せ先・

（公財）マンション管理センター業務部 干 l O 1 ・0003 東京都千代田区一ツ橋2・5・5 岩波書店一ツ橋ビル7階

電話： 03(3222) 1518 FAX: 03(3222) 1520 

当センターの出版物、セミナー等の最新情報は、以下のホームページをご覧ください。

http://www.mankan.or.jp/ 
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[ 「長期修繕計画作成・修繕積立金算出サービスjのご案内 ) 
マンション管理センタ ーでは、マンション管理組合の皆様が現在の長期修繕計画や修繕積立金の額を見直しする際に、比

較検討の目安 （セカンドオピニオン）としてご利用いただけるよう、概略の長期修繕計画の作成とこれに基づく修繕積立金

を算出するサービスを行っています。

口 このサービスの利用例

1) 現状の長期修繕計画の内容や修繕積立金の額が適切かチェックしたい。

2）長期修繕計画の見直しを依頼した専門家かう提出された長期修繕計画の内容と修繕積立金の額が適切かチェックした

し， 0

3）長期修繕計画の見直しと、修繕積立金の増額について、総会に諮る際の参考資料としたい。

口このサービスによる長期修繕計画の内容

このサービスにより作成する長期修繕計画は、国土交通省において策定された「長期修繕計画標準様式」を用い、「長期修

繕計画作成ガイドライン」及び「同コメン卜Jに沿った内容としています。ただし、次の事項が異なっています。

l) 建物・設備の現状や修繕等の履歴に関して、調査 ・診断を行わす、提出していただく 「入力データ記入票」によっているた

め、標準様式第2号（調査・診断の概要）は、省略しています。また、標準様式第 1 号（マンションの建物・設備の概要等）の

記載は、「入力データ記入票」の項目のみと芯ります。

2）標準様式第44号（推定修繕工事費内訳書）の推定修繕工事項目ごとの単価は、一般的な計画修繕士事の実施データ等を

もとに設定した標準モデルの戸当たりの額を、マンションの形状、仕様等による係数で補正しています。したがって、推

定修繕工事費は、略算となります。

口 作成費用

1) マンション管理センター登録管理組合、マンションみらいネット登録管理組合・

2棟まで 1 棟毎に各13,000円（ 3棟目以上 1 棟毎に

2）上記以外の管理組合 ： 2棟まで 1 棟毎に 告20 ,000円（ 3棟目以上 1 棟毎に

3）管理組合以外： 2棟まで 1 棟毎に 告30 ,000円（ 3棟目以上 1 棟毎に

（注） l 棟I 「入力データ記入票」 1 セ ッ トをいいます。

※価格は平成27年 10月 1 日現在のものです。

8,00 0円）

12,000円）

18.000円）

詳しくは、ホームページをご覧ください。 h社口：／／www.mankan.orJo/07 skillsuooort/skillsuooort.html 

［問合せ先］公益財団法人マンション管理センター技術部 TEL:(03)3222-1519 

; 「長期修繕計画標準様式・作成ガイドライン活用の手引き」のご案内 ]
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監 修／国土交通省住宅局市街地建築課マンション政策室

編著 ・ 発行／財団法人マンション管理センター

A4判 ・ 定価2,570円（税込み）、登録管理組合 ・ センター通信購読会員2 ,310円（税込み） ※価格は平成27年 10月 1 日現在

申込はこちらかう http:/ /www.mankan.o「.jp/05_book/book.html

〔内容〕 I 解説編新築マンション購入予定者、又は長期修繕計画の見直しを行おうとする管理組合等を対象として、長期修繕計

画の内容と修繕積立金の額の設定について、国土交通省において策定された「長期修繕計画作成ガイドラインJ

に沿った次の具体的なチェックポイン卜を解説しています。

①「長期修繕計画標準様式」を用いたチェック方法

②「長期修繕計画作成・修繕積立金算出サービスjを利用したチェック方法

E 資料編 ・長期修繕計画作成ガイドライン・同コメント

－長期修繕計画標準様式（CD-ROM付）

斗一

「マンシヨンみらいネットJ は、マンシヨン管理に欠かせない組合運営
情報や、将来・緊急時に備えて修繕履歴等を電子データとして蓄積 ・ 保管
し、マツショツを適正に維持管理するためのシステムです。
登録データは、インターネットを通じて全組合員が随時情報共有できる
ので、組合内の合意形成に役立ちます。また、必要に応じて文書 ・ 図面等
の図書を電子化し、蓄積・保管を行うこともできます。
マンションみらいネットには、以下の 2 つのコースがあります。

・・・・ 情報コーナー

図書電子化をご希望

の場合は、 B コース
をお勧めします。

Aコース
〈全項目登録型〉

できるだけ多くの管理データを登録して組合内の情報共有化を図るととも

に、情報公開して住宅購入者の適正評価を期待したい管理組合向け

Bコース i 将来の大規模修繕工事に備え、文書・図面等の図書の電子化及び蓄積に特

〈図書電子蓄積型＞ I に重点を置きたい管理組合向け

どち5のコースも次の各機能がご利用できます！！

管理データ保管機能

修繕履歴などの情報の整理・保
管ができる

比較一覧表作成機能

標準指針、他マンションと比較
し管理運営状況の点検ができる

インターネット
閲覧機能

組合員が登録情報や電子化図書
の閲覧ができる

電子掲示板機能

理事会かう組合員へのお知らせ
ができる

インターネット
公闘機能

管理状況が良好なマンションと

しての評価が期待できる

理事会用掲示板機能

理事会芯どで双方向での意見交
換や情報交換ができる

マンションみらいネットの説明にマンション管理士が偉います！
http://www.mankan.o 「， jp/mirai-net/html/exolain.html
QRコードでアクセスしてスマホからも申し込めます！

[ お問い合わせ | 
お申し込み

公益財団法人 マンション管理センター 企画部
（国土交通大臣指定 マツシヨン管理適正化推進センター）

〒101 0003 東京都千代田区一ツ橋2 5-5 岩波書店一ツ橋ビル7階

電話： 03-3222-1518
FAX: 03-3222-.1520 
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・・・・ 情報コーナー
一、、F一一一一一

関 係 機 関 電話番号

国土交通省住宅局市街地建築課 マンシヨン政策室 03-5253-8111 （代）

（公財）マンション管理センター 03 - 3222-1516 （代）

管理規約、組合運営などの相談 03-3222-1517 
本 修繕工事などの技術的な相談 03-3222-1519 
部 マンシヨンみらいネット、機構融資の債務保証、管理組合の登録 03-3222-1518 
などの相談

支
大阪支部 06-4706-7560 部

（一社）マンシヨン管理業協会（旧「（社）高層住宅管理業協会J) 03-3500-2721 （代）

国民生活センター 03-3443-6211 

マンションに関する関係機関

ト感汐目、

－冨亙置璽置E翠置図国土交通省補助事業

、包秒目、
マンション管理センタ ーでは、当センタ ー に寄せられた相談事例に基づく Q&A を作成し、裁

判例、関係法令、各種細則モデルなども合わせたマ ンシ ョン管理に関する有用な情報を 「マン ショ

ン管理サポー ト ネッ ト 」を通じて、マンシヨン管理組合をはじめマン シ ョン管理士、マンション
管理業者などの関係者の皆さまに提供してい ます。

；マンション管理サポートネットの構成 ]
マンシヨン管理に関する次の 6 つの区分から構成されています。

「マンションすまい・る債J についてのお問合せ先 ）
基礎的な解説例集半日Q&A 国「マンシヨンすまい・る債J の一般的なお問合せ

マンション管理に関する基本的な

事項が閲覧できます。

マンション管理に関する裁判例が
検索できます。

マンション管理に関する Q&A が
検索できます。 0120-0860-23 隆副＠

住宅金融支援機構お客さまコールセンター
住宅債券専用ダイヤル

－営業時間 9: (] O~ 17:00 （土目、祝日、年末年始は休業）
－ご利用いただけない場合（PHS、国際電話など）は、次の番号におかけください（通話料金がかかります。）。

電話： 048-615-2323
－ 月曜日や祝日明けはお電話が混み合って、つながりにくし1場合がありますのでご了承ください。
－ お電話の内容は、相談サービスの質の向上とご相談内容を正確に承る乙とを目的として、録音させていただいております0
・お電話がつながると自動音声が流れますので、お問合せ内容に応じた番号（1 ）を押してください。 ご案内の途中
で押していただいても、おつなぎできます（ダイヤル回線の方は、「 ＊ J ボタンや「＃ J ボタンを押してプッシユ
トーンに切り替えてください口）。

※積立開始後の残高などの照会にコきまレては、お客様情報保護の観点から、登録いただいている管理組合の代表者の方（理
事長等）及び委託を受けている管理会社の方に限り回答しています。 このため、電話照会時においては、積立ていただい
ている積立手帳番号、管理組合名や代表者の方の氏名など（このほか、委託を受けている管理会社の方には管理会社名な
ど）あらかじめご登録いただいていた積立内容のわかる事項等の確認をさせていただいております。この確認ができない
場合、ご照会にはお答えできませんので、ご了承ください。

間合せ先案内
マンション管理に関する間合わ
せ機関が照会できます。
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法令・通達等
法令・規約・委託契約書・管理費
等滞納と法的手続きの進め方等が
ダウンロードできます。

・積立手帳・届出印紛失の際の手続きに関するお問合せ
（事務受託銀行）みすぼ銀行証券部証券管理室証券事務チーム

干 108-6009 東京都港区港南 2-15-1 品川｜インターシティ A棟

T E し： 03-5252-6017

〔申込み手続き ) 

お願し1

「マンシヨン情報Box j は、住宅金融支援機構にお届けのある
代表者の方（理事長等）あてにお送りしています。 理事長の変更な
ど代表者の方の氏名及び住所に変更がある場合は、別途変更手続が
必要です。
変更手続の詳レし1内容は「マンションすまし1 ・ る債のしおり（積

立手帳別冊） J もしくは機構ホームページをご覧ください。
（上記変更手続きにより、「マンション情報B OXJ のお送り先ち変
更されます。）
※お問合せは、上記の住宅債券専用ダイヤルまでお願いします。

011-261-8305 

022-227-5036 

03-5800-9366 
052-263-2905 

06-6281-9266 
082-221-8653 

092-722-5014 

北海道支店

東北支店

本店まちづくり推進部
東海支店

近畿支店
中国支店

九州支店

「共用部分リフォーム融資j についてのお問合せ先

お申込み（申込書・利用料の振込み）

＊一一酌く白い （服書はセン夕一の
＊利用料をお振り込みください。 振込手数料はご負担願います。
振込口座は、 三菱東京 UFJ 銀行神保町支店普通預金口座 0673497

公益財団法人マンション管理センター
内容確認・入金確認

起動用 CD-ROM （又は USB）の送付

＊入金確認から CD・ROM （又は USB）が到着するまで 1 週間程度かかります。

ヨ剛用料 ]
・年間利用料は、 起動用 CD-ROMl 枚 （又は USB 1 本） につき 3,085 円です。
＊利用申込書に必要枚数をと記入ください。

・マンシヨンみ5いネット登録管理組合または当センター登録管理組合がお申込みの場合、 1 枚お申込みの
ときでも起動用 CD-ROM を 2 枚お送りします。

本誌の掲載記事（写真、図表等を含む。）の全部または一部の無断転載を禁じます。
本誌掲載分のうち意見にわたる部分については執筆者の見解であって、 住宅金融支援機構の見解ではありません。
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住宅金融支援機構マンシヨン情報 BOX

平成 27年 1 1 月 30 日発行

発行 / 独立行政法人住宅金融支援機構
干 112 -8570 東京都文京区後楽 1 丁目 4番 1 0 号
T E L / 03 -5800 -8217 F AX/ 03 -5800 -8258 
ホームページ／ http://www.jhf.go.jp/ 

（再生紙使用）

2015 秋号
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．圃．．．．圃・・－・・・－・・，................................. , ..................... . 

公益財団法人マンション管理センター管理情報部
〒 10 1 -0003 東京都千代田区一ツ橋 2 丁目 5-5 岩波書店一ツ橋ビル 7 階

電話 03-3222-l 51 7 FAﾗ 03-3222・ 1520

lllml副首脂司田両？開園
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